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本投資法人の特徴

80%�程度 70%�以上

■強力なスポンサーサポートによる良質なポートフォリオを構築
■サンケイビルグループの開発・運営管理機能を活かした成長戦略
投資方針

オフィスビル 東京圏・大阪市・
名古屋市

20%�程度サブアセット※ 30%�以下
政令指定都市（上記を除く）、
中核市及び地方主要都市

※�「サブアセット」とは、循環的な不動産市場に対応できる収益の安定性と成長性を兼ね備えた強固なポートフォリオを構築することを目的として取得する、「オフィスビ
ル」とは異なる特性を有し、かつポートフォリオ収益の安定性に資する用途の不動産をいいます。

　投資主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　本投資法人はこの度、第8期（2023年2月期）の決算を迎えることができましたので、此処にご報告申し上げます。これもひと
えに投資主の皆様のご支援の賜物と、感謝申し上げます。
　本投資法人は、大都市圏（東京圏・大阪市・名古屋市）を中心に、「オフィスビル」を主たる投資対象としております。また、収益
の安定性と成長性を兼ね備えた強固なポートフォリオを構築することを目的として、「オフィスビル」とは異なる特性を有し、かつ
ポートフォリオ収益の安定性に資する用途の不動産を総称して「サブアセット」と位置付け、従たる投資対象として一定の割合を
目安に投資しており、スポンサー（株式会社サンケイビル）の強力なサポートのもと、良質なポートフォリオを構築しております。
　第8期（2023年2月期）は、主要テナントの解約を主たる要因として、前期比減収減益となりましたが、予想比では営業収益が
期初予想より増加したことにより、当期の一口当たりの分配金は、期初予想を一口当たり66円上回り、2,305円（予想比2.9％
増）を分配することといたしました。
　また、一口当たりの予想分配金につきまして、運用資産のテナントの異動、昨今の電気料金上昇等を考慮し、かつこれらに加え、
ポートフォリオ含み益を活用した一口当たり分配金の安定化施策を実施する予定であり、第9期（2023年8月期）は2,377円（第
8期比3.1％増）、第10期（2024年2月期）は2，050円（第9期比13.8％減）を見込んでおりますが、第10期（2024年2月期）の
予想分配金は、顕在リスクの解消を目的に、リバイバル�プラン実施へ向け、スポンサーとの協働を含む本格的な検討を進めてい
る状況であり、プランの全てを織り込んでいない点にご留意ください。
　新型コロナウイルス感染症の影響を引き続き受けつつも、経済活動の正常化は進展し、ウィズコロナを前提とした新しい日常
が定着しつつあります。一方で海外の景気回復による需要の拡大やロシアによるウクライナ侵攻を背景とした物価高、金利上昇、
為替変動は、日本国内においても数十年ぶりの物価上昇をもたらしたほか、新型コロナウイルス感染症の感染拡大動向や長引く
ウクライナ侵攻の帰趨、海外金融政策の成否によっては再び物資の供給が制約されるなど、
多方面で景気の下押し要因となる可能性を残しており、依然として不透明感が継続すると考え
ておりますが、今後の景気、金融資本市場の動向を見極めながら、本投資法人が描く成長戦略
を着実に実行し、投資主価値の最大化を目指し鋭意努めてまいります。
　投資主の皆様におかれましては、ご期待に添えぬパフォーマンスに深謝いたしますが、復活
を目指す所存です。今後とも末永くご支援、ご鞭撻を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

投資主の皆様へ

サンケイリアルエステート投資法人　執行役員
株式会社サンケイビル・アセットマネジメント　代表取締役社長

太田 裕一
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営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

第8期決算ハイライト

1,243百万円 1,077百万円 1,076百万円2,891百万円

2,050円

2024年2月期
第10期

2,377円

2023年8月期
第9期

予想

一口当たり分配金

確定

2023年2月期
第8期

2,305円

ポートフォリオ・サマリー

資産規模
（取得価格）

第4期
2021年2月末日時点

第5期
2021年8月末日時点

第6期
2022年2月末日時点

第7期
2022年8月末日時点

第8期
2023年2月末日時点

715億円 715億円 966億円 966億円 966億円

物件数 12物件 12物件 14物件 14物件 14物件

※記載数値は単位未満を切り捨てしています。
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● 本投資法人は、エリアと利回りのバランスを意識した分散投資を実践・継続しており、ポートフォリオの収益性
と安定性を両立してまいります。

●さらに本投資法人は、サンケイビルグループとの間で「資産循環型ビジネスモデル」を構築しており、スポン
サーパイプラインをフル活用しながら、スポンサーとともに持続的成長を目指します。

●  本投資法人は、第9期（2023年3月）に、今後の成長戦略の一環として、スポンサーサポートにより新規2物件 
（約66億円）を取得しました。

●  新規取得2物件は、「ポートフォリオ・クォリティの向上」と「ポートフォリオ収益の安定性」に資する物件として、
幾分オーバーウェイトにありました「オフィスビル」投資比率のリバランスを図りました。

外 部 成 長ト ピ ッ ク ス

サンケイビルグループ※との「資産循環型ビジネスモデル」
サンケイビルグループは、フジ・メディア・ホールディングスの「都市開発・観光」事業の成長戦略のもと、不動
産開発を積極的に推進し、投資・開発不動産を本投資法人に対して供給するためのパイプラインを提供する
方針であり、他方、本投資法人は、サンケイビルグループから投資・開発不動産の供給を受け、より安定的か
つ継続的に資産規模を拡大することが可能になると考えています。

※サンケイビルグループは、投資・開発した不動産を全て本投資法人に譲渡するとの保証はありません。その判断により、当該不動産を譲渡せず保有し続ける場合、又は
当該不動産を本投資法人以外の第三者に譲渡する場合があります。

保有機能

開発・運営管理機能

資産循環型ビジネスモデル

●自社保有物件の売却情報の提供
●ウェアハウジング機能の提供
●第三者保有物件の売却情報の提供
●物件共同取得又は共有の検討

外部成長サポート

（物件取得ハイライト）

ポートフォリオ・マトリクス取得資産
「ポートフォリオ・マトリクス」とは、本投資法人の取得資産全体におけるエリアや利回り等のバランスや分散
状況をいいます。以下のバブルチャートは縦軸を「Cap. Rate（鑑定NOI利回り）」、横軸を「エリア」とし、本投
資法人のポートフォリオの分散状況を示したものです。

低

高

エリア

都心3区
（千代田、中央、港区）

東京23区
（都心3区以外）

東京圏
（東京23区を除く）

大阪市
名古屋市

その他政令指定都市
中核市・地方主要都市

2.5％

3.0％

3.5％

4.0％

4.5％

5.0％

5.5％

6.0％

C
ap

. R
at

e

ホテル
インターゲート広島
●築4年 ●徒歩3分

宮崎台ガーデンオフィス
●基準階350坪
●築30年 ●徒歩3分

大森パークビル
●基準階342坪
●築29年
●徒歩3分

東陽パークビル
●基準階219坪
●築31年
●徒歩9分

八丁堀サンケイビル
●基準階201坪
●築57年
●徒歩3分

日立九州ビル
●基準階322坪
●築26年
●徒歩17分

ブリーゼタワー
●基準階406坪
●築14年 ●徒歩3分

品川シーサイドTSタワー
●基準階446坪
●築19年 ●徒歩1分

ホテルインター
ゲート東京 京橋
●築5年
●徒歩1分

S-GATE秋葉原
●基準階74坪 ●築5年 ●徒歩5分

東京サンケイビル
●基準階536坪
●築22年 ●徒歩1分

日比谷サンケイビル
●基準階105坪
●築30年 ●徒歩1分

S-GATE赤坂
●基準階158坪
●築7年 ●徒歩1分

SANKEILOGI摂津
●新築 ●徒歩6分

S-GATE日本橋本町
●基準階186坪
●築4年
●徒歩4分

※●はオフィスビル、●はサブアセットを指し、バブルの大きさは取得価格の大小になります。●は2023年3月に取得した2物件になります。

Cap. Rate（鑑定NOI利回り）×エリア×取得価格

 （2023年3月31日時点）

取得前 取得物件 取得後
資産規模

（取得価格） 966億円 66億円 1,032億円
平均鑑定NOI利回り
（取得価格ベース） 4.2% 3.8% 4.1%

平均築年数 19.7年 2.0年 18.6年

稼働率 93.4% 100.0% 94.2%
オフィスビル比率

（取得価格ベース） 86.6% 21.1% 82.4%
スポンサーサポート比率

（取得価格ベース） 100.0% 100.0% 100.0%
※�「取得資産」の数値については取得時に公表した数値を記載、「2物件取得に伴うポートフォリオの変化」の数値については「取得前」は第8期末時点の数値、�
「取得資産」は取得時に公表した数値及び「取得後」の数値については「取得前」と「取得資産」を合算又は取得価格ベースで加重平均した数値を記載しています。
※�比率と平均築年数は小数第2位を四捨五入しています。

S-GATE赤坂 （準共有持分20％追加取得） SANKEILOGI摂津A-10 B-3

所在地 大阪府摂津市

取得価格 5,242百万円

取得時鑑定評価額 5,440百万円

鑑定NOI利回り（取得価格ベース） 4.0%

建築時期 2022年10月

所在地 東京都港区

取得価格 1,400百万円

取得時鑑定評価額 1,498百万円

鑑定NOI利回り（取得価格ベース） 3.4%

建築時期 2015年7月

スポンサー・ブランディング戦略に基づく
ミッドサイズ オフィスビル「S-GATE」シリーズ　第1号物件

スポンサー・ブランディング戦略に基づく物流施設
「SANKEILOGI」シリーズ　関西初物件

2物件取得に伴うポートフォリオの変化
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内 部 成 長
● 稼働率の低下は品川シーサイドTSタワーの空室による影響を主な要因としており、当面は本物件のリース

アップを課題とし、空室解消に努めてまいります。
● 賃料改定は、現下のオフィス市況に鑑み、テナント退去リスクの低減を優先しますが、賃料ギャップのあるテ

ナントには賃料増額交渉に臨み、内部成長余地の追求を目指します。

オフィスビル※1テナントの賃料改定実績 （第8期（2022年9月1日～2023年2月28日）の間に締結した賃貸借契約を対象）

※1.�保有物件のうち、オ
フィスビルを対象とし
ています。

※2.�賃料改定のあったテ
ナントに係る対象賃
貸面積を100.0％と
した割合です。

実績NOI利回りの推移

オフィスビルの契約更改・更新予定
（2023年3月1日時点）

対象テナント数 対象賃貸面積（本投資法人持分） 割合※2

増額 1件 2坪 0.1％

維持 18件 2,501坪 96.2％

減額 5件 97坪 3.7％

合計 24件 2,600坪 100.0％

4.4%
第4期（2021年2月期）

4.5%
第5期（2021年8月期）

4.2%
第6期（2022年2月期）

4.3%
第7期（2022年8月期）

3.8% 
第8期（2023年2月期）

※1.「契約更改・更新予定面積」の対象となるオフィスビル
の賃貸面積は、各物件における本投資法人の取得済
みの持分に相当する数値を用いています。

※2.「総賃貸面積に占める割合」は、賃貸借契約の更改・�
更新時期毎の賃貸面積の合計を、2023年3月1日時点
の総賃貸面積で除して算出した値を記載しています。

賃料ギャップ※ （基準階を対象）

（賃料総額ベース/加重平均値）
0.8%
2023年3月時点

オフィスビル12物件   2.6%
2022年9月時点

オフィスビル12物件

※「賃料ギャップ」とは、本投資法人が保有するオフィスビル・ポートフォリオの平均賃料と、シービーアールイー株式会社作成のマーケットレポートに記載された�
新規想定成約賃料（基準階）に基づいて算出されたマーケット賃料の差額を、マーケット賃料で除して算出した数値をいいます。マイナス幅が大きいほど、�内
部成長余力があることを表します。

稼働率の推移

※実績NOI利回り＝（不動産賃貸事業利益＋減価償却費（いずれも実績ベース））÷保有物件の取得価格の総額
　実績ベースは、資産取得時に費用化されていない固定資産税や一時的に発生した解約金等の一時的要因を調整した巡航状態の水準を採用。

99.9%
第4期（2021年2月期）

98.2%
第5期（2021年8月期）

99.1%
第6期（2022年2月期）

94.2%
第7期（2022年8月期）

93.4%
第8期（2023年2月期）

（坪）

第9期（2023年8月期） 第10期（2024年2月期）

10,533
（43.5％）

1,255
（5.2％）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
契約更改・更新予定面積※1（総賃貸面積に占める割合※2）

※1．平均鑑定NOI利回りについて、保有物件は2023年2月28日、取得2物件は2023年3月1日を価格時点とする各不動産鑑定評価書に記載された直接還元法に
おける運営純収益を、保有物件の取得価格総額で除した値です（記載未満は四捨五入）。

※2．各保有物件の取得価格に基づく加重平均を記載しています（記載未満は四捨五入）。

ポートフォリオ

2023年3月31日現在 （新規取得2物件を含む） 

※1．2023年3月31日現在として、各保有物件の取得価格に基づいて計算しています。
※2．各保有物件の取得価格に基づく加重平均を記載しています（記載未満は四捨五入）。

物件数 15物件

資産規模（取得価格） 1,032億円

鑑定評価額 1,111億円

1物件当たり取得価格 68億円

平均鑑定NOI利回り※1 4.1％

ポートフォリオPML値 1.7％

稼働率 94.5％

近　平均徒歩分数※2 3.8分

新　平均築年数※2 18.6年

大　平均基準階面積※2 317.7坪

● 強力なスポンサーサポートのもと、良質なポートフォリオを構築しています。

近 新最寄駅徒歩分数別比率※1

 （物流施設除く）
築年数別比率※1

 （全物件）

平均※2

3.8分

平均※2

18.6年

1分以内
46.2％

5分超 
14.1％

30年超
16.8％

3分超
5分以内
8.9％

10年超
20年以内
33.0％

10年以内
32.9％

東京23区
66.0％

68.7％

その他
18.6％

大阪市
12.7％

川崎市
2.7％

東京圏

オフィスビル
82.4％

サブアセット
17.6％

1分超
3分以内
30.9％

20年超
30年以内
17.3％

大 基準階面積別比率※1

 （オフィスビルのみ）

平均※2

317.7坪

400坪以上
43.0％

300坪以上
400坪未満
21.4％

100坪以上
200坪未満
23.0％

100坪未満
2.4％

200坪以上
300坪未満
10.3％

用途別比率（取得価格ベース）

地域別比率（取得価格ベース）
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羽田空港

東京スカイツリー

秋葉原駅

新宿駅

池袋駅

上野駅上野駅

舞浜駅舞浜駅

東京駅

品川駅

渋谷駅

新木場駅新木場駅

大手町駅大手町駅

有楽町駅有楽町駅 八丁堀駅八丁堀駅

東陽町駅東陽町駅

錦糸町駅錦糸町駅

大森駅大森駅

高円寺駅高円寺駅

下北沢駅下北沢駅

自由が丘駅自由が丘駅

武蔵小杉駅武蔵小杉駅

目黒駅目黒駅

日本橋駅日本橋駅
皇居皇居新宿御苑新宿御苑

東京ビッグサイト東京ビッグサイト

レインボーブリッジ

レインボーブリッジ

豊洲市場豊洲市場

東京ディズニーリゾート東京ディズニーリゾート

東京広域マップ

伊丹空港

大阪城

新大阪駅

大阪駅

尼崎駅

摂津駅

名
神
高
速
道
路

近
畿
自
動
車
道

大
阪
モ
ノ
レ
ー
ル

伊丹空港

大阪城

新大阪駅

大阪駅

尼崎駅

摂津駅

千里IC

豊中IC

摂津北IC

吹田JCT

守口JCT

名
神
高
速
道
路

近
畿
自
動
車
道

大
阪
モ
ノ
レ
ー
ル

大阪府内マップ

ポートフォリオマップ（2023年3月31日現在）

広島県庁

広島市役所

原爆ドーム

パルコ

JR広島病院

三越
福屋

広島城

縮景園

広島市現代美術館

広島平和記念資料館

広島県庁

広島市役所

原爆ドーム

パルコ

JR広島病院

三越
福屋

広島城

縮景園

広島市現代美術館

広島平和記念資料館

広島駅

八丁堀電停

城南通り

駅前
通り

平和大通り

山陽本線

山陽新幹線

広電本線

広電
皆実
線

広
電
白
島
線

ア
ストラ
ム
ラ
イ
ン

ア
ストラ
ム
ラ
イ
ン
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B-2

広島市内マップ

福岡タワー

テレビ西日本

ヒルトン福岡
シーホーク

福岡PayPayドーム

九州医療センター

西南学院高

国際医療福祉大

福岡山王病院

福岡市博物館

シーサイドももち
海浜公園

博多湾

地行中央公園

百道中央公園

福岡都市高速環状線

福岡タワー

テレビ西日本

ヒルトン福岡
シーホーク

福岡PayPayドーム

MARK IS
福岡ももち
MARK IS
福岡ももち

九州医療センター

西南学院高

国際医療福祉大

福岡山王病院

福岡市博物館

シーサイドももち
海浜公園

博多湾

地行中央公園

百道中央公園

福岡都市高速環状線

百道

A-12

福岡市内マップ

A-11

宮崎台駅

東急
田園
都市
線

東急ストア
電車とバスの博物館

ライフ

ティップネス宮崎台
宮崎第一公園

宮崎第二公園

宮崎台駅

東急
田園
都市
線

東急ストア
電車とバスの博物館

ライフ

ティップネス宮崎台
宮崎第一公園

宮崎第二公園

川崎市内マップ

物 件 一 覧 （2023年3月31日現在）

B-1 ホテルインターゲート東京 京橋
 東京都中央区

B-2 ホテルインターゲート広島
 広島県広島市中区

B-3 SANKEILOGI摂津
 大阪府摂津市

A-1 東京サンケイビル
  （共有持分2%） 

東京都千代田区

A-2 ブリーゼタワー
  （オフィス部分の建物区分所

有権等の準共有持分45%） 
大阪府大阪市北区

A-3 S-GATE日本橋本町
  （共有持分51%） 

東京都中央区

A-4 S-GATE秋葉原
  東京都千代田区

A-5 日比谷サンケイビル
  東京都千代田区

A-8 品川シーサイドTSタワー
  （建物区分所有権等の準共有

持分50%） 
東京都品川区

A-6 八丁堀サンケイビル
  東京都中央区

A-7 東陽パークビル
  東京都江東区

A-12 日立九州ビル
  福岡県福岡市早良区

A-11 宮崎台ガーデンオフィス
  神奈川県川崎市宮前区

A-9 大森パークビル
  東京都大田区

A-10 S-GATE赤坂
  東京都港区
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第8期 第9期 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 第19期

（百万円）

3,700
5,900

3,300

6,800

4,300 4,800
6,200

4,300
6,200 5,6005,900 5,900

3,700

0

2,500

5,000

7,500

10,000

長期借入金
短期借入金

財 務 状 況

財務ハイライト （2023年3月30日時点）

有利子負債残高 570億円
L 　 　T 　 　V 50.6%
長 期 負 債 比 率※2 71.9%
固 定 金 利 比 率 88.1%
平 均 調 達 金 利※3 0.49%
平 均 残 存 期 間 2.5年

※1.「LTV」は、有利子負債合計÷総資産をいいます。
※2.「長期負債比率」算出の際の「長期負債」には、1年内返済予定の長期借入金を含みません。
※3.｢平均調達金利｣は、2023年3月30日時点の適用金利の平均です。支払利息ベースで計算しており､アレンジメントフィー等の融資関連費用は含みません。

●  本投資法人は、メガバンクを中心とする11金融機関のレンダー構成により、引き続き安定的な財務基盤の
維持向上を目指していきます。

●  新規2物件取得によりLTV※1は一時的に上昇するも、中期的な視点で巡航水準（45~50％）に整えていきます。

スポンサーのセイムボート出資状況 （第8期末現在）

返済期限の分散状況 （2023年3月30日時点）

第9期 借換えを実施（2023年3月13日）

37億円 固定金利 4.5年
（第18期返済）

E S G へ の 取 組 み
●  ＴＣＦＤ※1（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明するとともに、国内賛同企業等による 

組織である「ＴＣＦＤコンソーシアム※2」に加入しました。
●  気候変動に関するリスク及び機会への対応、気候関連課題への事業・戦略のレジリエンス（強靭性・回復力）に 

係る取組み方針を制定しました。

※1：�TCFD：気候関連の情報開示及び金融機関の対応をどのように行うかを検討するために設立された国際イニシアチブ
です。TCFDは、企業等に対し、気候変動関連リスク及び機会に対する「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と�
目標」について開示することを推奨する提言を公表しています。

※2：�TCFDコンソーシアム：国内のTCFD賛同企業や金融機関等が一体となって取組みを推進し、企業の効果的な情報�
開示や、開示された情報を金融機関等の適切な投資判断に繋げるための取組みについて議論する目的で設立された
組織です。

Governance（ガバナンス）

資産運用会社にて、フィデュシャリー・デューティ・ポリシー 
（お客様本位の業務運営に関する方針）を採択 （2023年３月）

Social（社会）

ステークホルダーとの関わり
ビルイベント事例
東京サンケイビル
にてChristmas 
Illumination 2022
花咲く再生紙シード
ペーパーを飾る
サステナブルな
クリスマス

発行済投資口数 スポンサー保有口数 スポンサー保有割合

467,099口 17,479口 3.74％

電動マイクロモビリティのシェアリングサービス 「LUUP」導入状況CASBEE不動産評価認証を新規取得
品川シーサイドTSタワー

Environment（環境）

長期目標１：オーナー管理範囲における年間エネルギー消費量原単位を2025年までに基準年（2019年）から5%削減
長期目標２：テナント管理範囲における年間エネルギー消費量原単位を2025年までに基準年（2019年）から1%削減

エネルギー消費量の削減目標

第8期借換え実績

59億円 固定金利 4.5年
（第17期返済）

S-GATE日本橋本町
東陽パークビル（15台）
八丁堀サンケイビル（6台）
S-GATE日本橋本町（6台）
S-GATE赤坂（10台）
累計4物件に導入済み

最上位
Sランク
（★★★★★）
を取得

調達先の金融機関 （2023年3月30日時点）

借入金残高
みずほ銀行 19,300百万円
三井住友銀行 9,100百万円
日本政策投資銀行 7,700百万円
みずほ信託銀行 4,640百万円
三井住友信託銀行 4,500百万円
SBI新生銀行 4,080百万円
りそな銀行 3,780百万円
あおぞら銀行 2,000百万円
西日本シティ銀行 1,000百万円
関西みらい銀行� 600百万円
千葉銀行 300百万円

計11行 57,000百万円

りそな銀行
6.6％

SBI新生銀行
7.2％

三井住友信託銀行
7.9％

みずほ信託銀行
8.1％

日本政策投資銀行
13.5％

三井住友銀行
16.0％

みずほ銀行
33.9％

関西みらい銀行
1.1％ 千葉銀行

0.5％

あおぞら銀行
3.5％

西日本シティ銀行
1.8％

借入金比率

2物件取得による借入（2023年3月30日）

68億円 変動金利

GHG 排出量に関する削減目標

中長期的（5年間）に基準年（2019年）から1%の削減スコープ3

単年度目標はスコープ1＋スコープ2	について消費量原単位の前年比1%低減
中長期的（5年間）に基準年（2019年）から5%の削減

スコープ1
＋

スコープ2
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資産運用の概況、投資法人の概況

(2) 当期の資産の運用の経過

①本投資法人の主な経緯
　サンケイリアルエステート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26
年法律第198号。その後の改正を含みます。以下「投信法」といいます。）に基づき、株式会社サンケイビル・アセットマネジ
メント（以下「本資産運用会社」といいます。）を設立企画人として、2018年11月19日に出資金100百万円（1,000口）で設
立され、2018年12月17日に投信法第187条に基づく関東財務局への登録が完了しました（登録番号　関東財務局長　第140
号）。その後、本投資法人は、2019年３月12日に株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投
資信託証券市場に上場しました（銘柄コード2972）。
　当期末日（2023年２月28日）現在における発行済投資口の総口数は467,099口、出資総額（純額）は49,435百万円となっ
ています。

②運用環境
　当期（2023年２月期）における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の影響を引き続き受けつつも、経済活動の正常化は
進展し、ウィズコロナを前提とした新しい日常が定着しつつあります。一方で海外の景気回復による需要の拡大やロシアによる
ウクライナ侵攻を背景とした物価高、金利上昇、為替変動は、日本国内においても数十年ぶりの物価上昇をもたらしたほか、新
型コロナウイルス感染症の感染拡大動向や長引くウクライナ侵攻の帰趨、海外金融政策の成否によっては再び物資の供給が制約
されるなど、多方面で景気の下押し要因となる可能性を残していて、依然として不透明感が継続する状況となりました。
　このような経済環境下で、本投資法人が主たる投資対象とするオフィスビル市場については、拠点の集約や固定費（支払賃料
等）圧縮等に伴う解約の動きが継続しているほか、移転判断の留保又は意思決定までに時間を要するケースも散見されます。本
投資法人の保有資産が所在する東京、大阪及び福岡においても、空室率の横ばい又は上昇傾向が継続し、賃料水準も緩やかな下
落又は横ばいとなりました。本投資法人がサブアセットとして投資を行うホテル市場については、観光庁の宿泊旅行統計調査に
よる延べ宿泊者数と客室稼働率は着実な回復軌道を描き、ピーク時の水準からは下回る状況ではあるものの更なるインバウンド
需要の拡大が期待されます。

③運用実績
　本投資法人は、当期において資産の取得及び売却を行っていません。本投資法人の当期末日現在のポートフォリオは、物件数
14物件、資産規模（取得価格（注１）合計）96,625百万円と、前期より変更ありません。
　当期末日現在における運用実績は、主要テナントの解約を主たる要因として、保有14物件の稼働率（注２）が93.4％とな
り、不動産賃貸事業収益は前期比4.5％減の2,891百万円となりました。また、当期末日現在における鑑定評価額は104,232百
万円となりました。
　本投資法人は、運用資産について、収入拡大と運用収益の安定的な成長を目指し、従前同様、既存テナントとのリレーション
の強化・充実を図りながら満足度向上に努めました。更改期を迎える既存テナントに対しては、コロナ禍の情勢と賃貸市場の動
向を踏まえた丁寧な取り組みを行い、賃料減額を可能な限り抑えるとともに空室発生の未然防止に努めました。一部運用資産に
おいて発生した、主要テナントの解約については、その埋め戻しを最重要課題と捉え、リーシング活動に鋭意取り組んでいると
ころであります。また、修繕及び資本的支出については、運用資産の競争力の維持・向上に資するものに絞り込み実施しまし
た。
　新型コロナウイルス感染症の感染拡大に起因する、運用資産であるオフィスビルに入居する一部の店舗テナントからの賃料減
額請求や賃料支払いの猶予等の依頼件数は、2020年４月における初回の緊急事態宣言発令時と比べ、引き続き減少傾向にあ
り、本投資法人の運用資産がオフィステナント中心であることと合わせ、当期の運用実績への影響は軽微です。また、本投資法
人の保有するホテル２物件（ホテルインターゲート東京 京橋、ホテルインターゲート広島）については、漸くインバウンドの
回復等により客室稼働が増進し、新型コロナウイルス感染症に伴う影響を受けているものの、当期の賃貸事業収入については、
現行契約に基づく固定賃料とした契約内容も相まってポートフォリオ収益の安定性に寄与しています。
　なお、本投資法人は、本資産運用会社の運用ガイドラインにおける「サステナビリティ方針」のもと、本資産運用会社ととも
に、社会の持続可能性（サステナビリティ）及び中長期的な投資主価値の向上を目的として、環境（Environment）、社会
（Social）、ガバナンス（Governance）を意味する「ESG」に配慮した運用を引き続き行う意向です。
　本投資法人は、2022年９月にオフィス２物件（S-GATE日本橋本町、S-GATE秋葉原）で DBJ Green Building 認証を再取
得しています。また、不動産会社・ファンド単位でのESG配慮を測り、投資先の選定や投資先との対話に用いるためのツールと
して創設された、国際的な投資のベンチマークとなっているGRESBリアルエステイト評価について、2022年10月に「２スタ
ー」及び「Green Star」を取得しています。このほか、保有するホテル２物件について、2021年12月に建築物省エネルギー
性能表示制度（BELS：Building-Housing Energy-efficiency Labeling System）の評価を取得しています。
　また、本資産運用会社においては、2023年３月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同を表明する
とともに、国内賛同企業による組織であるTCFDコンソーシアムに加入しました。
（注１）「取得価格」は、保有資産に係る各売買契約に記載された各不動産及び信託受益権の売買代金を、百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、売買

代金には消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用を含みません。以下同じです。
（注２）「稼働率」は、総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を示していて、小数第２位を四捨五入して記載しています。なお、総賃貸可能面積及び

総賃貸面積は、各保有資産の本投資法人の持分に相当する面積よりそれぞれ合計を算出しています。
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期　別 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期
決算年月 2021年２月 2021年８月 2022年２月 2022年８月 2023年２月

営業収益 百万円 2,147 2,176 2,778 3,028 2,891
　（うち不動産賃貸事業収益） 百万円 （2,147） （2,176） （2,778） （3,028） （2,891）
営業費用 百万円 1,029 1,034 1,237 1,397 1,648
　（うち不動産賃貸事業費用） 百万円 （790） （793） （972） （1,076） （1,338）
営業利益 百万円 1,118 1,141 1,540 1,630 1,243
経常利益 百万円 1,017 1,014 1,392 1,476 1,077
当期純利益 百万円 1,016 1,014 1,391 1,475 1,076
出資総額（純額）（注４） 百万円 36,540 36,540 49,435 49,435 49,435
発行済投資口の総口数 口 356,800 356,800 467,099 467,099 467,099
純資産額 百万円 37,557 37,555 50,827 50,910 50,512
　（対前期比） ％ （＋0.3） （△0.0） （＋35.3） （＋0.2） （△0.8）
総資産額 百万円 79,482 79,848 106,523 106,553 105,828
　（対前期比） ％ （＋4.3） （＋0.5） （＋33.4） （＋0.0） （△0.7）
有利子負債総額 百万円 37,800 37,800 50,600 50,200 50,200
１口当たり純資産額（注３） 円 105,262 105,255 108,814 108,993 108,140
１口当たり当期純利益（注２） 円 2,849 2,841 2,983 3,158 2,304
分配金総額 百万円 1,016 1,021 1,391 1,475 1,076
１口当たり分配金額 円 2,849 2,862 2,979 3,158 2,305
　（うち１口当たり利益分配金） 円 （2,849） （2,842） （2,979） （3,158） （2,305）
　（うち１口当たり利益超過分配金） 円 （－） （20） （－） （－） （－）
総資産経常利益率（注３） ％ 1.3 1.3 1.5 1.4 1.0
　（年換算値） ％ （2.6） （2.5） （3.0） （2.7） （2.0）
自己資本利益率（注３） ％ 2.7 2.7 3.1 2.9 2.1
　（年換算値） ％ （5.4） （5.4） （6.3） （5.8） （4.3）
自己資本比率（注３） ％ 47.3 47.0 47.7 47.8 47.7
　（対前期増減） ％ （△1.8） （△0.3） （＋0.7） （＋0.1） （△0.0）
配当性向（注３） ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
［その他参考情報］
当期運用日数 日 181 184 181 184 181
期末投資物件数 件 12 12 14 14 14
減価償却費 百万円 227 228 306 309 296
資本的支出額 百万円 42 57 73 83 212
賃貸NOI (Net Operating Income)（注３） 百万円 1,585 1,610 2,112 2,260 1,849
FFO（Funds from Operation）（注３） 百万円 1,243 1,242 1,698 1,785 1,372
1口当たりFFO（注３） 円 3,485 3,482 3,635 3,821 2,938
期末総資産有利子負債比率（LTV）（注３） ％ 47.6 47.3 47.5 47.1 47.4

１口当たり純資産額 純資産額÷発行済投資口の総口数
総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷２｝×100
自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷２｝×100
自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100

配当性向

１口当たり分配金（利益超過分配金を含まない）÷１口当たり当期純利益×100
第６期の配当性向については、期中に新投資口の発行を行ったことにより、期中の投資口数に変動が生じて
いるため、次の算定式により算出しています。
分配金総額（利益超過分配金を含まない）÷当期純利益×100

賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費
FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費－不動産等売却損益
１口当たりFFO FFO÷発行済投資口の総口数
期末総資産有利子負債比率（LTV） 期末有利子負債残高÷期末総資産額×100

Ⅰ. 資産運用報告

□1資産運用の概況
(1) 投資法人の運用状況等の推移

（注１）営業収益等には消費税等は含まれていません。
（注２）１口当たり当期純利益は、当期純利益を日数による加重平均投資口数（第４期356,800口、第５期356,800口、第６期466,286口、第７期467,099口、

第８期467,099口）で除することにより算定しています。
（注３）記載した指標は以下の算定式により算出しています。

（注４）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。
（注５）本書において特に記載する場合を除き、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載しています。
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期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期

営業期間 自　2020年 9 月 1 日
至　2021年 2 月28日

自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

当期未処分利益総額 (千円) 1,016,734 1,014,232 1,391,567 1,475,277 1,076,805

利益留保額 (千円) 210 207 80 178 141

金銭の分配金総額 (千円) 1,016,523 1,021,161 1,391,487 1,475,098 1,076,663

（１口当たり分配金） (円) （2,849） （2,862） （2,979） （3,158） （2,305）

うち利益分配金総額 (千円) 1,016,523 1,014,025 1,391,487 1,475,098 1,076,663

（１口当たり利益分配金） (円) （2,849） （2,842） （2,979） （3,158） （2,305）

うち出資払戻総額 (千円) － 7,136 － － －

（１口当たり出資払戻額） (円) （－） （20） （－） （－） （－）

出資払戻総額のうち一時差異等
調整引当額からの分配金総額 (千円) － － － － －

（１口当たり出資払戻額のうち１口当
たり一時差異等調整引当額分配金） (円) （－） （－） （－） （－） （－）

出資払戻総額のうち税法上の出資
等減少分配からの分配金総額 (千円) － 7,136 － － －

（１口当たり出資払戻額のうち税法
上の出資等減少分配からの分配金） (円) （－） （20） （－） （－） （－）

(4) 分配金等の実績
　当期の分配金は、投資法人に係る課税の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入
されることを企図して、投資口１口当たり分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとして
います。この結果、投資口１口当たり分配金は2,305円となりました。

（注）単位未満を切り捨てて記載しています。

(5) 今後の運用方針及び対処すべき課題

運用全般に関する見通し
　ウィズコロナを前提とした新しい日常を迎え、経済の回復が期待される一方、世界的な景気回復の中での需給インバランスや
ロシアによるウクライナ侵攻の長期化などによって引き起こされている欧米を起点とする物価高、金利上昇、為替変動がもたら
す国内外の景気の下押しリスクや金融資本市場への影響を注視する環境が継続すると考えられます。
　オフィスビル市場については、空室率の上昇及び賃料水準の下落又は横ばい傾向が継続しています。新型コロナウイルス感染
症の影響が和らぎ、社会経済活動の正常化が進展する一方、就業形態の変化や景気の下振れに伴う固定費（支払賃料等）圧縮の
動きは継続していて、今後のオフィス需要の動向を注視する必要があります。本投資法人の保有資産についても、在宅勤務等の
テレワーク拡大の影響や固定費（支払賃料等）圧縮の意向から、拠点の集約やオフィス面積の削減が進むことが懸念されます。
特に2023年は、東京都心部における大量の新規供給が見込まれている中、本投資法人の運用資産へ与える影響は今のところほ
とんどありませんが、引き続きオフィスビル市場の動向を注視していきます。また、水道光熱費の上昇要因のひとつとなってい
る燃料調達コストへの対応については、今後もテナントの業績・動向等を注視しながら、テナントとのリレーションを一層強化
し、必要な協議及び対応を継続して行っていきます。
　ホテル市場については、社会経済活動の復調による国内旅行者、出張者の増加が期待されます。昨年10月に規制が撤廃され
た外国人観光客の受入れについては急速な流入を記録していて、ピーク時の水準からは下回った状況が続くものの更なる拡大が
期待されます。本投資法人の保有するホテル２物件についても相応の運営環境が予想されますが、２物件のテナントである株式
会社グランビスタ ホテル＆リゾートは、スポンサーである株式会社サンケイビル（以下「サンケイビル」又は「スポンサー」
といいます。）の100％子会社であり、定期建物賃貸借契約に基づく固定賃料の支払いを継続していることから、引き続き安定
的な収益として見込んでいます。

①外部成長戦略
　本投資法人は、新型コロナウイルス感染症拡大による経済的な影響、不動産投資市況等を慎重に見極めながら、今後もスポン
サーサポートを最大活用し、サンケイビルのポートフォリオはもとより、サンケイビルのソーシング力を活かした第三者保有物
件の取得による外部成長を持続していきます。
　外部成長においては、エリアや利回りといったポートフォリオ・マトリクスのバランスを意識した分散投資を実践し、ポート
フォリオの収益性と安定性の向上に努めていきます。

13

2023/05/08 9:41:26 / 22963453_サンケイリアルエステート投資法人_資産運用報告

資産運用の概況、投資法人の概況

年月日 摘　要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（純額）

（百万円）（注１） 備　考
増　減 残　高 増　減 残　高

2018年11月19日 私募設立 1,000 1,000 100 100 （注２）
2019年 3 月11日 公募増資 227,238 228,238 21,928 22,028 （注３）
2019年 4 月10日 第三者割当増資 11,362 239,600 1,096 23,124 （注４）
2019年 9 月 2 日 公募増資 111,619 351,219 12,777 35,902 （注５）
2019年 9 月26日 第三者割当増資 5,581 356,800 638 36,540 （注６）
2021年 9 月 1 日 公募増資 105,047 461,847 12,287 48,828 （注７）
2021年 9 月29日 第三者割当増資 5,252 467,099 614 49,442 （注８）

2021年11月22日
利益を超える
金銭の分配

（出資の払戻し）
－ 467,099 △7 49,435 （注９）

期 第４期 第５期 第６期 第７期 第８期
決算年月 2021年２月 2021年８月 2022年２月 2022年８月 2023年２月

最　高（円） 117,400 135,200 131,300 111,900 99,700

最　低（円） 90,100 108,300 107,400 93,300 86,400

④資金調達の概要
　当期においては、2022年９月５日に返済期限が到来した長期借入金5,900百万円の返済に充当するため、2022年９月５日付
で株式会社みずほ銀行及び株式会社三井住友銀行をアレンジャーとしたシンジケートローンにより、株式会社みずほ銀行、株式
会社三井住友銀行、みずほ信託銀行株式会社、三井住友信託銀行株式会社、株式会社新生銀行（現　株式会社SBI新生銀行）及
び株式会社りそな銀行から5,900百万円の借入れを行いました。本借入れを借入期間4.5年、固定金利で実施することで、有利
子負債の平均残存期間の長期化、固定金利比率を100％にするとともに返済期限の分散を推進しています。
　この結果、当期末日現在における借入金残高は50,200百万円となり、総資産のうち有利子負債が占める割合（以下「LTV」
といいます。）は47.4％となりました。

⑤業績及び分配の概要
　上記の運用の結果、当期の業績は、営業収益2,891百万円、営業利益1,243百万円、経常利益1,077百万円、当期純利益
1,076百万円となりました。
　分配金については、本投資法人の定める金銭の分配の方針（規約第36条）に従い、投資法人に係る課税の特例（租税特別措
置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入される
ことを企図しています。当期については、投資口１口当たりの分配金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額で
ある1,076,663,195円を分配することとし、この結果、投資口１口当たり分配金は2,305円となりました。

(3) 増資等の状況
　本投資法人設立から当期末日（2023年２月28日）までの発行済投資口の総口数及び出資総額の増減は、以下のとおりです。

（注１）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。
（注２）本投資法人の設立に際して、１口当たり発行価額100,000円にて投資口を発行しました。
（注３）１口当たり発行価格100,000円（発行価額96,500円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注４）１口当たり発行価額96,500円にて、公募増資に伴う第三者割当により新投資口を発行しました。
（注５）１口当たり発行価格118,734円（発行価額114,471円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注６）１口当たり発行価額114,471円にて、公募増資に伴う第三者割当により新投資口を発行しました。
（注７）１口当たり発行価格121,327円（発行価額116,971円）にて、新規物件の取得資金の調達を目的として公募により新投資口を発行しました。
（注８）１口当たり発行価額116,971円にて、公募増資に伴う第三者割当により新投資口を発行しました。
（注９）2021年10月15日開催の本投資法人役員会において、第５期（2021年８月期）に係る金銭の分配として、１口当たり20円の利益を超える金銭の分配

（税法上の出資等減少分配に該当する出資の払戻し）を行うことを決議し、2021年11月22日よりその支払いを開始しました。

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格（終値）は以下のと
おりです。

（注）本投資法人の投資証券が東京証券取引所不動産投資信託証券市場に上場されたのは2019年３月12日です。
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用途 物件
番号 物件名称 所在地 取得資産

取得価格
（百万円）

（注）
取得先 取得

年月日

オフィス
ビル Ａ-10 S-GATE赤坂

（追加取得）
東京都
港区

不動産信託
受益権 1,400 株式会社

サンケイビル
2023年

３月31日

サブ

アセット
Ｂ-３ SANKEILOGI摂津 大阪府

摂津市
不動産信託

受益権

①3,669.4
②1,572.6
合計5,242

①株式会社
サンケイビル
（70％）
②JA三井リース
建物株式会社
（30％）

2023年
３月31日

合計（２物件） － － 6,642 － －

（Ｂ）資産の取得
　本投資法人は、下記のとおり2023年３月31日付で不動産信託受益権２物件（取得価格合計6,642百万円）を取得しました。

（注）「取得価格」は、各取得資産に係る信託受益権譲渡契約に記載された各信託受益権の売買代金を、百万円未満を切り捨てて記載しています。なお、売買代
金には消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用を含みません。
また、「S-GATE赤坂」に係る取得価格は、本投資法人が追加取得した準共有持分（20％）に相当する数値を記載しています。追加取得により、「S-GATE
赤坂」の信託受益権の全部を保有することとなりました。

第４期
（2021年２月28日）

第５期
（2021年８月31日）

第６期
（2022年２月28日）

第７期
（2022年８月31日）

第８期
（2023年２月28日）

発行可能投資口総口数 (口) 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000

発行済投資口の総口数 (口) 356,800 356,800 467,099 467,099 467,099

出資総額（純額）(注) (百万円) 36,540 36,540 49,435 49,435 49,435

投資主数 (人) 7,682 7,328 10,511 14,345 14,469

氏名又は名称 所有投資口数
（口）

発行済投資口の総口数に
対する所有投資口数の割合

（％）（注２）

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 108,798 23.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 64,638 13.83

野村信託銀行株式会社（投信口） 20,722 4.43

株式会社サンケイビル 17,479 3.74

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 8,894 1.90

JP MORGAN CHASE BANK 385771 6,316 1.35

株式会社横浜銀行 6,107 1.30

日本証券金融株式会社 4,772 1.02

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 4,345 0.93

上田八木短資株式会社 3,663 0.78

合　計 245,734 52.60

□2投資法人の概況
(1) 出資の状況

（注）出資総額から出資総額控除額を差し引いた金額を記載しています。

(2) 投資口に関する事項

　2023年２月28日現在における主要な投資主（注１）は以下のとおりです。

（注１）「主要な投資主」とは、投資主の中で発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合の大きい順に10名（社）をいいます。
（注２）発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は、小数第２位未満を切り捨てて記載しています。
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区分 借入先 借入金額
(百万円) 利率（注） 返済期日 返済方法 摘要

短期 株式会社みずほ銀行 6,800
基準金利（全銀協１か月物
日本円TIBOR）に0.35％を

加えた利率
2024年

３月30日
期限一括

弁済
無担保
無保証

区分 借入先 借入金額
(百万円) 利率 返済期日 返済方法 摘要

長期

株式会社みずほ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社日本政策投資銀行
みずほ信託銀行株式会社
三井住友信託銀行株式会社
株式会社SBI新生銀行
株式会社りそな銀行

3,700 1.02763％ 2027年
９月13日

期限一括
弁済

無担保
無保証

②内部成長戦略
　本投資法人は、既存テナントとのリレーションの強化、テナント満足度の向上を掲げ、着実な内部成長を目指します。具体的
には、マーケット賃料との乖離が著しい場合は、賃貸借契約の更改における賃料増額改定を試み、また、テナントからの解約予
告期間を従来の期間より延ばす取り組みや複数テナントの賃貸借契約終了時期が重なる物件について、退去リスクの観点から賃
貸借契約終了時期の分散化を図る取り組み等、戦略的リーシングを引き続き行います。また、衛生面の品質向上や計画的な維
持・修繕の実施等、テナント満足度向上についても引き続き積極的に取り組んでいきます。
　本投資法人は、サンケイビルを中核とするサンケイビルグループ内での連携を通じて、不動産の企画・開発から、テナント誘
致、運営管理に至るまで、サンケイビルグループの総合的な運営管理機能を活用します。
　また、本投資法人は、運用資産について、収入拡大と運用収益の安定的な成長を目指すため、以下の施策等を実行します。

（ア）運用資産の稼働率及び賃料の維持・向上を図るべく、テナント満足度を維持・向上させるため、テナントとのリレーシ
ョンの強化・充実を図りながらテナントに快適にご利用いただけるようサービスの提供に努めます。

（イ）運用資産の状態、特性、不動産市況及びテナントニーズ等を考慮し、精査をしたうえで、修繕及び資本的支出の計画・
実施を行い、運用資産の市場における競争力の維持・向上を図ります。

（ウ）賃貸市場動向を継続的に把握し、機動的なリーシング活動を行うことで、収益の維持・向上に努めます。
（エ）運用資産の運営の妥当性、管理水準及びコストを定期的に検証し、運営管理コストの低減と環境配慮への継続的な取り

組みを行います。実施に当たっては運用資産の市場における競争力やテナント満足度の維持・向上の観点とのバランス
を考慮します。

（オ）運用資産の環境負荷低減や外部のステークホルダーとの協働等、ESGに配慮した運用を行います。

③財務戦略
　本投資法人は、運用資産の中長期にわたる安定した収益の確保と着実な成長のために、財務活動の機動性及び資金繰りの安定
性等に留意しつつ、適切かつ健全な財務運営を行います。
　また、財務健全性の確保のため、LTVは、原則として60％を上限とすることを基本方針とし（但し、新たな資産の取得等のた
めに、一時的に上限のLTVの範囲を超えることができるものとします。）、巡航水準では40～50％程度を維持していく方針で
す。

（ア）エクイティ・ファイナンス
新投資口の発行は、資本市場の動向、金融環境、新たに取得する不動産等の取得時期、総資産に対する有利子負債の比
率等を総合的に勘案のうえ、投資口の希薄化にも配慮しつつ機動的に行います。

（イ）デット・ファイナンス
借入れ等に際しては、金利動向、マーケット水準、財務の機動性、長期取引関係及び安全性のバランスを総合的に勘案
し、借入期間、固定又は変動の金利形態、担保提供の要否及び手数料等の有利子負債調達条件を検討したうえで、適切
な資金調達を行います。

(6) 決算後に生じた重要な事実

　該当事項はありません。

（参考情報）
（Ａ）資金の借入れ
　本投資法人は後記「（Ｂ）資産の取得」に記載の不動産信託受益権２物件の取得に当たり、取得資金及び付帯費用の一部に充
当するため、2023年３月30日付で下記の借入れを行いました。

（注）基準金利は、直前の利払日（初回の利息計算期間については借入実行日）の２営業日前の時点における利息計算期間に対応した一般社団法人全銀協TIBOR
運営機関が公表する全銀協日本円TIBORとしています。全銀協日本円TIBORについては、一般社団法人全銀協TIBOR運営機関のホームページ
（https://www.jbatibor.or.jp/rate/）でご確認いただけます。

　また、本投資法人は、2023年３月13日に返済期限が到来した長期借入金3,700百万円について、同日付で下記の借換えを行
いました。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況

資産の種類 用　途 地　域
（注１）

第７期
（2022年８月31日現在）

第８期
（2023年２月28日現在）

保有総額
（百万円）
（注２）

資産総額に
対する比率
（％）（注３）

保有総額
（百万円）
（注２）

資産総額に
対する比率
（％）（注３）

不動産

オフィスビル
東京圏・大阪市・名古屋市 2,618 2.5 2,615 2.5

政令指定都市（上記を除く）・
中核市・地方主要都市 － － － －

サブアセット
東京圏・大阪市・名古屋市 － － － －

政令指定都市（上記を除く）・
中核市・地方主要都市 － － － －

信託不動産

オフィスビル
東京圏・大阪市・名古屋市 71,709 67.3 71,677 67.7

政令指定都市（上記を除く）・
中核市・地方主要都市 10,193 9.6 10,197 9.6

サブアセット
東京圏・大阪市・名古屋市 8,924 8.4 8,897 8.4

政令指定都市（上記を除く）・
中核市・地方主要都市 3,898 3.7 3,872 3.7

ホテル
東京圏・大阪市・名古屋市 8,924 8.4 8,897 8.4

政令指定都市（上記を除く）・
中核市・地方主要都市 3,898 3.7 3,872 3.7

小　計 97,343 91.4 97,259 91.9

預金・その他の資産 9,210 8.6 8,568 8.1

資産合計 106,553 100.0 105,828 100.0

□3投資法人の運用資産の状況
(1) 本投資法人の資産の構成

（注１）「東京圏」とは、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県をいいます。
「中核市」とは、人口20万人以上の市（東京圏、大阪市及び名古屋市並びにその他の政令指定都市を除きます。）をいいます。
「地方主要都市」とは、人口20万人未満の市町村で、特定の用途において一定の需要が認められると本資産運用会社が判断した都市をいいます。

（注２）「保有総額」は、貸借対照表計上額（不動産及び信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっていて、百万円未満を切り捨てて記載していま
す。なお、用途がホテルである信託不動産の保有総額には、ホテルに付随する動産の帳簿価額を含みます。

（注３）「資産総額に対する比率」については、小数第２位以下を四捨五入して記載しています。
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資産運用の概況、投資法人の概況

役職名 役員等の氏名
又は名称 主な兼職等

当該営業期間における
役職毎の報酬の総額

（千円）

執行役員 太田　裕一 株式会社サンケイビル・アセットマネジメント代表取締役社長 －

監督役員

本吉　進
本吉総合会計事務所（所長）

1,800
合同会社本吉総合研究所代表社員

清水　幸明

宇都宮・清水・陽来法律事務所（共同代表弁護士）

1,800
法政大学法科大学院（兼任教授）

株式会社ROBOT PAYMENT社外取締役

エッジテクノロジー株式会社社外監査役

会計監査人 EY新日本
有限責任監査法人 － 12,300

被保険者の範囲 契約内容の概要

執行役員及び監督役員

（填補の対象とされる保険事故の概要）
被保険者が本投資法人の役員としての業務につき行った行為に起因して損害賠償請求を受
けたことにより、被保険者が被る損害を対象としています。
（保険料の負担割合）
本保険契約には執行役員及び監督役員に関する補償の特約が付されていて、当該特約保険
料については執行役員及び監督役員の負担、それ以外の保険料については本投資法人の負
担としています。
（職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置）
犯罪行為又は法令に違反することを認識しながら行った行為等に係る被保険者の被る損害
等は補償の対象外としています。

委託区分 氏名又は名称

資産運用会社 株式会社サンケイビル・アセットマネジメント

資産保管会社 三井住友信託銀行株式会社

一般事務受託者（投資主名簿等管理人） みずほ信託銀行株式会社

一般事務受託者（機関運営事務） みずほ信託銀行株式会社

一般事務受託者（計算・会計帳簿作成） 令和アカウンティング・ホールディングス株式会社

一般事務受託者（納税） 税理士法人令和会計社

(3) 役員等に関する事項
　2023年２月28日現在における本投資法人の役員等は以下のとおりです。

（注１）執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また上記記載以外の他の法人の役員である場合があ
りますが、上記を含めいずれも本投資法人と利害関係はありません。

（注２）執行役員及び監督役員については当期において支給した額、会計監査人については当期の監査等に係る報酬として支払うべき額を記載しています。
（注３）会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また、不再任については、監査の品質及び監査報酬等、諸般の事情を総合的に勘案し、本投資法人

の役員会において検討します。
（注４）会計監査人の報酬には、英文財務諸表の監査に係る報酬が含まれています。

(4) 役員等賠償責任保険契約に関する事項
　本投資法人が締結する役員等賠償責任保険契約は以下のとおりです。

(5)  資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者

　2023年２月28日現在における本投資法人の資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおりです。

16



2023/05/08 9:41:26 / 22963453_サンケイリアルエステート投資法人_資産運用報告

投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況

不動産等の名称 所在地 所有形態
（注１）

期末算定価額
（百万円）
（注２）

帳簿価額
（百万円）

東京サンケイビル（注３） 東京都千代田区大手町一丁目７番２号 不動産 2,620 2,615
ブリーゼタワー（注３） 大阪府大阪市北区梅田二丁目４番９号 不動産信託受益権 18,000 12,995
S-GATE日本橋本町（注３） 東京都中央区日本橋本町一丁目９番１号 不動産信託受益権 7,750 6,653
S-GATE秋葉原 東京都千代田区東神田二丁目４番６号 不動産信託受益権 2,710 2,028
日比谷サンケイビル 東京都千代田区有楽町一丁目９番１号 不動産信託受益権 6,620 6,064
八丁堀サンケイビル 東京都中央区八丁堀二丁目７番１号 不動産信託受益権 5,490 5,003
東陽パークビル 東京都江東区東陽五丁目29番17号 不動産信託受益権 3,920 3,873
品川シーサイドＴＳタワー（注３） 東京都品川区東品川四丁目12番３号 不動産信託受益権 19,450 21,130
大森パークビル 東京都大田区大森本町一丁目６番１号 不動産信託受益権 5,490 5,452
S-GATE赤坂（注３） 東京都港区赤坂六丁目２番４号 不動産信託受益権 5,992 5,631

宮崎台ガーデンオフィス 神奈川県川崎市宮前区宮崎二丁目６番
10号 不動産信託受益権 2,730 2,843

日立九州ビル 福岡県福岡市早良区百道浜二丁目１番１
号 不動産信託受益権 10,300 10,197

ホテルインターゲート東京 京橋 東京都中央区京橋三丁目７番８号 不動産信託受益権 9,040 8,897
ホテルインターゲート広島 広島県広島市中区鉄砲町５番16号 不動産信託受益権 4,120 3,872

合　計 104,232 97,259

不動産等の名称

第７期
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

第８期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

テナント
総数

〈期末時点〉
（注１）

稼働率
〈期末時点〉

（％）

不動産
賃貸事業

収益
〈期間中〉
（百万円）
（注２）

対総賃貸
事業

収入比率
（％）

テナント
総数

〈期末時点〉
（注１）

稼働率
〈期末時点〉

（％）

不動産
賃貸事業

収益
〈期間中〉
（百万円）
（注２）

対総賃貸
事業

収入比率
（％）

東京サンケイビル 49 99.5 57 1.9 47 99.5 59 2.0
ブリーゼタワー 36 96.3 553 18.3 36 90.4 526 18.2
S-GATE日本橋本町 3 100.0 161 5.3 2 100.0 171 5.9
S-GATE秋葉原 6 100.0 68 2.3 6 100.0 68 2.4
日比谷サンケイビル 11 100.0 198 6.6 11 100.0 198 6.9
八丁堀サンケイビル 10 100.0 175 5.8 10 100.0 178 6.2
東陽パークビル 7 92.3 103 3.4 7 92.3 108 3.8
品川シーサイドＴＳタワー
（注３）

非開示
（注４） 66.3 非開示

（注４）
非開示

（注４）
非開示

（注４） 76.0 非開示
（注４）

非開示
（注４）

大森パークビル 10 100.0 165 5.5 8 79.2 157 5.4

S-GATE赤坂 2 100.0 非開示
（注４）

非開示
（注４） 2 100.0 非開示

（注４）
非開示

（注４）
宮崎台ガーデンオフィス 8 100.0 77 2.5 8 100.0 86 3.0

日立九州ビル 1 100.0 非開示
（注４）

非開示
（注４） 1 100.0 非開示

（注４）
非開示

（注４）
ホテルインターゲート東京 京橋 1 100.0 206 6.8 1 100.0 206 7.2
ホテルインターゲート広島 1 100.0 118 3.9 1 100.0 118 4.1

合　計 非開示
（注４） 94.2 3,028 100.0 非開示

（注４） 93.4 2,891 100.0

(3) 不動産等組入資産明細
　2023年２月28日現在における本投資法人の保有する資産の概要は以下のとおりです。

（注１）｢不動産信託受益権」とは不動産を主な信託財産とする信託受益権を表しています。
（注２）｢期末算定価額」は、決算期末日を調査の時点として本投資法人の規約及び「投資法人の計算に関する規則」（平成18年内閣府令第47号。その後の改正

を含みます。）に基づき、不動産鑑定評価額又は不動産鑑定士による鑑定評価と同様の手法を用いて行われる価格調査による価格を記載しています。
（注３）期末算定価額及び帳簿価額については、本投資法人が保有している共有持分（「東京サンケイビル」２％、「S-GATE日本橋本町」51％）及び準共有持

分（「ブリーゼタワー」45％、「品川シーサイドＴＳタワー」50％、「S-GATE赤坂」80％）に相当する数値を記載しています。

　本投資法人の保有する運用資産毎の賃貸事業の概要は以下のとおりです。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況

不動産等の名称
帳簿価額
（百万円）
（注１）

総賃貸可能
面積
（㎡）
（注２）

総賃貸面積
（㎡）
（注２）

稼働率
（％）
（注２）

対総賃貸
事業収入
比率（％）
（注３）

主たる用途

品川シーサイドＴＳタワー
（注４、５） 21,130 非開示

（注６）
非開示
（注６） 76.0 非開示

（注６） オフィスビル

ブリーゼタワー（注４） 12,995 12,146.02 10,974.15 90.4 18.2 オフィスビル

日立九州ビル 10,197 26,513.33 26,513.33 100.0 非開示
（注６） オフィスビル

ホテルインターゲート東京 京橋 8,897 6,006.53 6,006.53 100.0 7.2 ホテル

S-GATE日本橋本町（注４） 6,653 3,171.83 3,171.83 100.0 5.9 オフィスビル

日比谷サンケイビル 6,064 3,439.61 3,439.61 100.0 6.9 オフィスビル

S-GATE赤坂（注４） 5,631 2,646.48 2,646.48 100.0 非開示
（注６） オフィスビル

大森パークビル 5,452 7,469.72 5,914.78 79.2 5.4 オフィスビル

八丁堀サンケイビル 5,003 5,594.90 5,594.90 100.0 6.2 オフィスビル

東陽パークビル 3,873 4,224.52 3,897.52 92.3 3.8 オフィスビル

合　計 85,899 非開示
（注６）

非開示
（注６） 92.2 88.5 －

(2) 主要な保有資産
　2023年２月28日現在における本投資法人の主要な保有資産（期末帳簿価額上位10物件）の概要は以下のとおりです。

（注１）｢帳簿価額」は、2023年２月28日現在における各保有資産に係る減価償却後の帳簿価額を、百万円未満を切り捨てて記載しています。以下同じです。
（注２）｢総賃貸可能面積」、「総賃貸面積」及び「稼働率」は、2023年２月28日時点のデータに基づき記載しています。なお、「総賃貸可能面積」は各保有資

産に係る建物の賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能と考えられる面積（主たる用途となっていない倉庫、看板、駐車場等付帯部分に係る面積
は含みません。）につき、小数第３位以下を切り捨てて記載しています。「総賃貸面積」は各保有資産に係る賃貸借契約（但し、賃貸借期間が開始して
いない賃貸借契約を除きます。）に表示された賃貸面積（主たる用途となっていない倉庫、看板、駐車場等付帯部分に係る面積は含みません。）の合計
につき、小数第３位以下を切り捨てて記載しています。なお、パス・スルー型マスターリースの対象となっている部分については、かかる部分につきエ
ンドテナントとの間で実際に賃貸借契約が締結され、かつ賃貸借期間が開始している面積の合計につき、小数第３位以下を切り捨てて記載しています。
「稼働率」は各保有資産に係る総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を示していて、小数第２位を四捨五入して記載しています。また、合計
欄における「稼働率」は、各保有資産に係る総賃貸可能面積の合計に対して総賃貸面積の合計が占める割合を示していて、小数第２位を四捨五入して記
載しています。稼働率につき以下同じです。

（注３）｢対総賃貸事業収入比率」は、小数第２位を四捨五入して記載しています。以下同じです。
（注４）帳簿価額、総賃貸可能面積及び総賃貸面積については、本投資法人が保有している共有持分（「S-GATE日本橋本町」51％）及び準共有持分（「ブリー

ゼタワー」45％、「品川シーサイドＴＳタワー」50％、「S-GATE赤坂」80％）に相当する数値を記載しています。
（注５）品川シーサイドＴＳタワーに関し、ソニーグループ株式会社との間で、2023年３月31日（14フロア）を解約日とする解約に合意しています。
（注６）テナント若しくは関係者等から開示の承諾が得られていない情報、又は秘匿情報の算出を可能とする情報が含まれているため、やむを得ない事由により

開示していません。
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不動産等の名称
（所在地） 目的 予定期間

工事予定金額（百万円）

総額 当期
支払額

既払
総額

日比谷サンケイビル
（東京都千代田区） ＳＰポンプ交換 自 2023年11月 1 日

至 2023年11月30日 24 － －

日比谷サンケイビル
（東京都千代田区） 機械式駐車場整備 自 2024年 1 月 1 日

至 2024年 1 月31日 11 － －

品川シーサイドTSタワー
（東京都品川区） 共用部リニューアル工事 自 2023年 6 月 1 日

至 2023年 6 月30日 120 － －

品川シーサイドTSタワー
（東京都品川区） 非常用発電機改修 自 2023年10月 1 日

至 2023年10月31日 16 － －

品川シーサイドTSタワー
（東京都品川区） 非常放送設備更新 自 2024年 2 月 1 日

至 2024年 2 月29日 18 － －

大森パークビル
（東京都大田区） 蓄電池設備更新 自 2023年10月 1 日

至 2023年10月31日 16 － －

大森パークビル
（東京都大田区） 個別空調改修 自 2023年12月 1 日

至 2023年12月31日 16 － －

宮崎台ガーデンオフィス
（川崎市宮前区） トイレ改修工事 自 2024年 1 月 1 日

至 2024年 1 月31日 11 － －

日立九州ビル
（福岡市早良区） トイレ改修工事 自 2023年 8 月 1 日

至 2023年 8 月31日 18 － －

日立九州ビル
（福岡市早良区） VCB更新工事 自 2023年11月 1 日

至 2023年11月30日 12 － －

日立九州ビル
（福岡市早良区） 地域冷暖房設備更新工事 自 2024年 1 月 1 日

至 2024年 1 月31日 23 － －

不動産等の名称
（所在地） 目的 期間 支払金額

（百万円）
ブリーゼタワー
（大阪市北区） 貸室照明ＬＥＤ化工事 自 2022年 9 月 1 日

至 2022年10月31日 16

ブリーゼタワー
（大阪市北区） ブラインドシステム更新 自 2022年 9 月 1 日

至 2022年12月27日 14

品川シーサイドＴＳタワー
（東京都品川区） 自動火災報知設備更新工事 自 2022年 9 月 1 日

至 2022年10月31日 61

大森パークビル
（東京都大田区） ７階　個別空調改修工事 自 2022年12月 3 日

至 2023年 1 月 5 日 16

日立九州ビル
（福岡市早良区） トイレ改修工事 自 2022年 9 月10日

至 2022年10月 8 日 10

日立九州ビル
（福岡市早良区） トイレ改修工事 自 2023年 1 月 6 日

至 2023年 2 月 8 日 10

日立九州ビル
（福岡市早良区） VCB更新工事 自 2022年11月 1 日

至 2023年 2 月13日 11

その他 72

合計 212

(2) 期中の資本的支出
　本投資法人が2023年２月28日現在保有する資産に関し、当期に行った、10百万円以上の資本的支出に該当する工事は以下の
とおりです。なお、当期の資本的支出は212百万円であり、費用に区分処理された修繕費271百万円と合わせて、合計483百万
円の工事を実施しています。
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（注１）｢テナント総数」は、2023年２月28日現在における各保有資産に係る賃貸借契約に基づき、当該資産の延べテナント数を記載しています。但し、当該資
産につきマスターリース契約が締結されている場合には、当該マスターリース契約が締結されているもののうちパス・スルー型マスターリースの対象と
なっている部分についてはエンドテナントの総数を記載しています。また、同一のテナントが同一の資産において用途の異なる賃貸借契約を締結してい
る場合、当該テナントについてはその用途毎にテナント数として数えるものとします。

（注２）｢不動産賃貸事業収益」は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
（注３）品川シーサイドＴＳタワーに関し、ソニーグループ株式会社との間で、2023年３月31日（14フロア）を解約日とする解約に合意しています。
（注４）テナント若しくは関係者等から開示の承諾が得られていない情報、又は秘匿情報の算出を可能とする情報が含まれているため、やむを得ない事由により

開示していません。

(4) 再生可能エネルギー発電設備等明細表
　該当事項はありません。

(5) 公共施設等運営権等明細表
　該当事項はありません。

(6) その他資産の状況
　本投資法人が保有する不動産及び不動産を信託財産とする信託受益権等は、前記「（3）不動産等組入資産明細」に一括して
記載しています。

①有価証券組入資産明細
　該当事項はありません。

②特定取引の契約額等及び時価の状況表
　該当事項はありません。

(7) 国及び地域毎の資産保有状況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

不動産等の名称
（所在地） 目的 予定期間

工事予定金額（百万円）

総額 当期
支払額

既払
総額

ブリーゼタワー
（大阪市北区） 空調機AHU部品更新整備 自 2023年 3 月 1 日

至 2023年 3 月31日 10 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区）

オフィス共用部タイルカー
ペット貼替工事

自 2023年 3 月 1 日
至 2023年 3 月31日 10 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） ブラインドシステム更新 自 2023年 3 月 1 日

至 2023年 3 月31日 17 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） 17階専有部区画分割工事 自 2023年 3 月 1 日

至 2023年 4 月30日 30 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） 照明器具ＬＥＤ化工事 自 2023年 9 月 1 日

至 2023年 9 月30日 35 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） 受変電設備機器更新 自 2024年 2 月 1 日

至 2024年 2 月29日 10 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） セキュリティ設備更新 自 2024年 2 月 1 日

至 2024年 2 月29日
13 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） 空調設備更新整備 自 2024年 2 月 1 日

至 2024年 2 月29日 31 － －

ブリーゼタワー
（大阪市北区） ブラインドシステム更新 自 2024年 2 月 1 日

至 2024年 2 月29日 67 － －

□4保有不動産の資本的支出
(1) 資本的支出の予定
　本投資法人が2023年２月28日現在保有する資産に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち主
要なもの（10百万円以上のもの）は以下のとおりです。なお、工事予定金額には、会計上費用に区分処理される部分が含まれ
ることがあります。
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区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）
平均利率
（注１）

返済期限
（注２）

返済
方法 使　途 摘　要

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

2019年
９月３日

950 950

0.36200％
（固定金利）

2023年
９月３日

期限
一括
弁済

(注３) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 800 800
株式会社日本政策投資銀行 2,000 2,000
みずほ信託銀行株式会社 620 620
三井住友信託銀行株式会社 550 550
株式会社SBI新生銀行 490 490
株式会社りそな銀行 490 490
株式会社みずほ銀行

2020年
３月12日

1,167 1,167

0.32923％
（固定金利）

2024年
９月12日

期限
一括
弁済

(注４) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 832 832
株式会社日本政策投資銀行 713 713
みずほ信託銀行株式会社 456 456
三井住友信託銀行株式会社 416 416
株式会社SBI新生銀行 358 358
株式会社りそな銀行 358 358
株式会社みずほ銀行

2021年
３月12日

1,331 1,331

0.36978％
（固定金利）

2025年
３月12日

期限
一括
弁済

(注４) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 929 929
株式会社日本政策投資銀行 796 796
みずほ信託銀行株式会社 509 509
三井住友信託銀行株式会社 465 465
株式会社SBI新生銀行 385 385
株式会社りそな銀行 385 385
株式会社みずほ銀行

2021年
９月２日

1,550 1,550

0.29655%
（固定金利）

2025年
９月２日

期限
一括
弁済

(注３) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 1,000 1,000
株式会社日本政策投資銀行 700 700
みずほ信託銀行株式会社 600 600
三井住友信託銀行株式会社 500 500
株式会社SBI新生銀行 500 500
株式会社りそな銀行 400 400
株式会社西日本シティ銀行 500 500
株式会社関西みらい銀行 300 300
株式会社千葉銀行 150 150
株式会社みずほ銀行

2021年
９月２日

750 750

0.35542%
（固定金利）

2026年
９月２日

期限
一括
弁済

(注３) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 700 700
株式会社日本政策投資銀行 700 700
みずほ信託銀行株式会社 200 200
三井住友信託銀行株式会社 500 500
株式会社SBI新生銀行 500 500
株式会社りそな銀行 400 400
株式会社あおぞら銀行 1,500 1,500
株式会社西日本シティ銀行 500 500
株式会社関西みらい銀行 300 300
株式会社千葉銀行 150 150
株式会社みずほ銀行

2021年
10月１日

1,100 1,100

0.38044%
（固定金利）

2026年
４月１日

期限
一括
弁済

(注４) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 900 900
株式会社日本政策投資銀行 700 700
みずほ信託銀行株式会社 300 300
三井住友信託銀行株式会社 300 300
株式会社SBI新生銀行 300 300
株式会社りそな銀行 200 200
株式会社あおぞら銀行 500 500
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営業期間
第4期

自　2020年 9 月 1 日
至　2021年 2 月28日

第5期
自　2021年 3 月 1 日
至　2021年 8 月31日

第6期
自　2021年 9 月 1 日
至　2022年 2 月28日

第7期
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

第8期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

当期首積立金残高（千円） 217,842 175,880 209,678 262,349 303,132
当期積立額（千円） 59,293 59,293 85,567 59,801 59,801
当期積立金取崩額（千円） 101,255 25,496 32,895 19,019 38,448
次期繰越額（千円） 175,880 209,678 262,349 303,132 324,485

(3) 長期修繕計画のために積立てた金銭
　本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中長期的な将来の大規模
修繕等の資金に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積立てています。

項　目
第７期

自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

第８期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

資産運用報酬 265,992 247,055
資産保管手数料 2,100 2,092
一般事務委託手数料 7,460 8,020
役員報酬 3,600 3,600
その他費用 41,722 48,325

合　計 320,876 309,094

区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）
平均利率
（注１）

返済期限
（注２）

返済
方法 使　途 摘　要

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

2019年
３月12日

972 972

0.42346％
（固定金利）

2023年
３月12日

期限
一括
弁済

(注３) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 716 716
株式会社日本政策投資銀行 614 614
みずほ信託銀行株式会社 392 392
三井住友信託銀行株式会社 358 358
株式会社SBI新生銀行 324 324
株式会社りそな銀行 324 324
株式会社みずほ銀行

2019年
３月12日

856 856

0.49096％
（固定金利）

2024年
３月12日

期限
一括
弁済

(注３) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 639 639
株式会社日本政策投資銀行 548 548
みずほ信託銀行株式会社 350 350
三井住友信託銀行株式会社 319 319
株式会社SBI新生銀行 294 294
株式会社りそな銀行 294 294
株式会社みずほ銀行

2019年
９月３日

2,250 －

0.26727％
（変動金利）

2022年
９月３日

期限
一括
弁済

(注３) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 1,500 －
みずほ信託銀行株式会社 620 －
三井住友信託銀行株式会社 550 －
株式会社SBI新生銀行 490 －
株式会社りそな銀行 490 －

□5 費用・負債の状況
(1) 運用等に係る費用明細

（単位：千円）

(2) 借入状況
　2023年２月28日現在における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況

区　分 支払手数料等
総額（A）

利害関係人等との取引内訳 総額に対する割合
（B/A）支払先 支払金額（B）

不動産管理業務費 38,607千円
株式会社サンケイビル 21,333千円 55.3％

株式会社サンケイビルマネジメント 11,753千円 30.4％

建物設備管理業務費 169,778千円 株式会社サンケイビルマネジメント 127,763千円 75.3％

株式会社サンケイビルマネジメント 267,176千円 （修繕費）
株式会社サンケイビルテクノ 76千円 （修繕費）
株式会社産業経済新聞社 1,135千円 （支払地代）
株式会社フジ・メディア・ホールディングス 683千円 （支払地代）

株式会社グランビスタ ホテル＆リゾート 325,755千円 （賃料収入）
株式会社サンケイビル 3,002千円 （賃料収入）

(4) 利害関係人等との取引状況

①取引状況
　該当事項はありません。

②支払手数料等の金額

③その他利害関係人等への主な支払金額
　上記記載の支払手数料等以外の利害関係人等に対する支払金額は以下のとおりです。

④賃貸取引等
　利害関係人等との賃貸取引は以下のとおりです。

(5) 資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本投資法人の資産運用会社（株式会社サンケイビル・アセットマネジメント）は、2023年２月28日現在において金融商品取
引法上の投資助言・代理業、第二種金融商品取引業及び宅地建物取引業を兼業していますが、該当する取引はありません。

□7経理の状況
(1) 資産、負債、元本及び損益の状況
　「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分配に係る
計算書」をご参照ください。
　貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書、注記表及び金銭の分配に係る計算書の前期情報はご参考であり、当期に
おいては「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではありません。
　また、キャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関する法律」第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象
ではないため、会計監査人の監査は受けていません。

(2) 減価償却額の算定方法の変更
　該当事項はありません。

(3) 不動産等及びインフラ資産等の評価方法の変更
　該当事項はありません。

(4) 自社設定投資信託受益証券等の状況等
　該当事項はありません。
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投資法人の運用資産の状況、保有不動産の資本的支出、費用・負債の状況、期中の売買状況、経理の状況

区
分 借入先 借入日

当期首
残高

（百万円）

当期末
残高

（百万円）
平均利率
（注１）

返済期限
（注２）

返済
方法 使　途 摘　要

長
期
借
入
金

株式会社みずほ銀行

2022年
３月14日

1,574 1,574

0.77500％
（固定金利）

2028年
３月14日

期限
一括
弁済

(注４) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 1,084 1,084
株式会社日本政策投資銀行 929 929
みずほ信託銀行株式会社 593 593
三井住友信託銀行株式会社 542 542
株式会社SBI新生銀行 439 439
株式会社りそな銀行 439 439
株式会社みずほ銀行

2022年
９月５日

－ 2,250

0.79285%
（固定金利）

2027年
３月５日

期限
一括
弁済

(注４) 無担保
無保証

株式会社三井住友銀行 － 1,500
みずほ信託銀行株式会社 － 620
三井住友信託銀行株式会社 － 550
株式会社SBI新生銀行 － 490
株式会社りそな銀行 － 490

合　計 50,200 50,200
（注１）平均利率は、期中加重平均利率を小数第６位を四捨五入して記載しています。
（注２）返済期限が営業日でない場合は翌営業日とし、当該日が翌月となる場合には直前の営業日となります。
（注３）資金使途は、いずれも不動産又は不動産信託受益権の取得資金及びその付随費用です。
（注４）資金使途は、既存借入金の返済資金です。

(3) 投資法人債
　該当事項はありません。

(4) 短期投資法人債
　該当事項はありません。

(5) 新投資口予約権
　該当事項はありません。

□6期中の売買状況
(1) 不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等

　該当事項はありません。

(2) その他の資産の売買状況等
　上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内の銀行預金です。

(3) 特定資産の価格等の調査

　該当事項はありません。
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貸借対照表

前期（ご参考）
2022年８月31日

当期
2023年２月28日

資産の部
流動資産

現金及び預金 5,575,535 5,208,842
信託現金及び信託預金 3,303,184 3,097,656
営業未収入金 62,702 64,478
前払費用 71,801 62,795
その他 78 －
流動資産合計 9,013,302 8,433,772

固定資産
有形固定資産

建物 181,978 182,520
減価償却累計額 △22,182 △25,525
建物（純額） 159,795 156,995

構築物 544 544
減価償却累計額 △53 △67
構築物（純額） 490 476

土地 2,457,766 2,457,766
信託建物 18,769,170 18,955,810

減価償却累計額 △1,592,660 △1,879,113
信託建物（純額） 17,176,510 17,076,697

信託構築物 71,171 71,171
減価償却累計額 △3,517 △4,558
信託構築物（純額） 67,654 66,613

信託機械及び装置 11,302 14,330
減価償却累計額 △1,698 △2,290
信託機械及び装置（純額） 9,603 12,040

信託工具、器具及び備品 49,525 71,817
減価償却累計額 △11,769 △16,419
信託工具、器具及び備品（純額） 37,756 55,397

信託土地 77,433,848 77,433,848
信託建設仮勘定 56,722 945
有形固定資産合計 97,400,148 97,260,780

無形固定資産
ソフトウエア 2,953 2,013
無形固定資産合計 2,953 2,013

投資その他の資産
長期前払費用 103,157 103,557
繰延税金資産 15 12
差入敷金及び保証金 10,000 10,000
投資その他の資産合計 113,173 113,569

固定資産合計 97,516,274 97,376,363
繰延資産

投資口交付費 24,099 18,075
繰延資産合計 24,099 18,075

資産合計 106,553,676 105,828,211

Ⅱ. 貸借対照表

（単位：千円）
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その他

議　案 概　要

規約一部変更の件

・「会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」（令和
元年法律第71号）附則第３号に規定する改正規定が2022年９月１日に施行され、同
日付で投資主総会参考書類等の電子提供措置が導入されたことに伴い必要となる変更
を行いました。

・電子提供措置の導入に伴い、電子提供措置をとる事項のうち全部又は一部について
は、書面交付請求した投資主に対して交付する書面に記載しないことができることと
する変更を行いました。

・特定非課税累積投資契約に係る非課税制度（新NISA）の導入に関連して、本投資法人
の投資口に係る配当等が当該非課税制度の対象となるようにするために必要となる変
更を行いました。

・企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（関連して新たに制定又は改正さ
れた会計基準及び適用指針を含みます。）が改正されたことに伴い、資産評価の方法
に関して所要の変更を行いました。

執行役員1名選任の件 2022年11月25日付で太田裕一が執行役員に選任されました。

補欠執行役員1名選任の件 2022年11月25日付で向井篤が補欠執行役員に選任されました。

監督役員2名選任の件 2022年11月25日付で本吉進及び清水幸明が監督役員に選任されました。

補欠監督役員1名選任の件 2022年11月25日付で福島かなえが補欠監督役員に選任されました。

□8その他
(1) お知らせ

①投資主総会
　2022年11月25日に開催された、本投資法人の第３回投資主総会で承認された議案の概要は以下のとおりです。

②投資法人役員会
　該当事項はありません。

(2) 海外不動産保有法人に係る開示
　該当事項はありません。

(3) 海外不動産保有法人が有する不動産に係る開示
　該当事項はありません。

(4) その他
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載しています。
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損益計算書

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

営業収益

賃貸事業収入 ※１ 2,516,558 2,452,313

その他賃貸事業収入 ※１ 511,493 439,634

営業収益合計 3,028,051 2,891,948

営業費用

賃貸事業費用 ※１ 1,076,927 1,338,956

資産運用報酬 265,992 247,055

資産保管手数料 2,100 2,092

一般事務委託手数料 7,460 8,020

役員報酬 3,600 3,600

その他営業費用 41,722 48,325

営業費用合計 1,397,803 1,648,050

営業利益 1,630,247 1,243,897

営業外収益

受取利息 41 41

未払分配金戻入 － 584

受取保険金 － 930

還付加算金 279 －

その他 0 285

営業外収益合計 321 1,842

営業外費用

支払利息 100,931 114,796

融資関連費用 47,460 47,427

投資口交付費償却 6,024 6,024

その他 26 －

営業外費用合計 154,444 168,248

経常利益 1,476,124 1,077,491

税引前当期純利益 1,476,124 1,077,491

法人税、住民税及び事業税 932 861

法人税等調整額 △5 3

法人税等合計 927 865

当期純利益 1,475,197 1,076,626

前期繰越利益 80 178

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,475,277 1,076,805

Ⅲ. 損益計算書

（単位：千円）
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貸借対照表

前期（ご参考）
2022年８月31日

当期
2023年２月28日

負債の部
流動負債

営業未払金 244,965 347,103
１年内返済予定の長期借入金 9,600,000 9,600,000
未払金 308,770 288,400
未払費用 44,831 50,743
未払法人税等 926 855
未払消費税等 171,838 38,660
前受金 447,828 449,764
預り金 6,036 676
流動負債合計 10,825,198 10,776,204

固定負債
長期借入金 40,600,000 40,600,000
預り敷金及び保証金 88,237 88,166
信託預り敷金及び保証金 4,129,413 3,851,485
固定負債合計 44,817,651 44,539,651

負債合計 55,642,849 55,315,856
純資産の部

投資主資本
出資総額 49,442,685 49,442,685
　出資総額控除額 △7,136 △7,136
　出資総額（純額） 49,435,549 49,435,549
剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 1,475,277 1,076,805
剰余金合計 1,475,277 1,076,805

投資主資本合計 50,910,827 50,512,354
純資産合計 ※１ 50,910,827 50,512,354

負債純資産合計 106,553,676 105,828,211

（単位：千円）

28



2023/05/08 9:41:26 / 22963453_サンケイリアルエステート投資法人_資産運用報告

注記表

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

１. 固定資産の減価償
却の方法

建物 １～65年
構築物 ６～59年
機械及び装置 ８～10年
工具、器具及び備品 ４～10年

(1) 有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。なお、主たる有
形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しています。
(3) 長期前払費用
　定額法を採用しています。

建物 ３～65年
構築物 ６～59年
機械及び装置 ８～10年
工具、器具及び備品 ４～10年

(1) 有形固定資産（信託財産を含む）
　定額法を採用しています。なお、主たる有
形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しています。
(3) 長期前払費用
　定額法を採用しています。

２. 繰延資産の処理方
法

投資口交付費
　３年間で定額法により償却しています。

投資口交付費
　３年間で定額法により償却しています。

３. 収益及び費用の計
上基準

(1) 収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
　①不動産等の売却
　　不動産等の売却については、不動産売却

に係る契約に定められた引渡義務を履行す
ることにより、顧客である買主が当該不動
産等の支配を獲得した時点で収益計上を行
っています。

　②水道光熱費収入
　　水道光熱費収入については、不動産等の

賃貸借契約及び付随する合意内容に基づ
き、顧客である賃借人に対する電気、水道
等の供給に応じて収益計上を行っていま
す。水道光熱費収入のうち、本投資法人が
代理人に該当すると判断したものについて
は、他の当事者が供給する電気、ガス等の
料金として収受する額から当該他の当事者
に支払う額を控除した純額を収益として認
識しています。

(2) 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権に係る固定資産税、都市計画税
及び償却資産税等については、賦課決定され
た税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用し
ています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担
した初年度の固定資産税等相当額について
は、費用に計上せず、当該不動産等の取得原
価に算入しています。当期において、不動産
等の取得原価に算入した固定資産税等相当額
はありません。

(1) 収益に関する計上基準
　本投資法人の顧客との契約から生じる収益
に関する主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下のとおりです。
　①不動産等の売却
　　不動産等の売却については、不動産売却

に係る契約に定められた引渡義務を履行す
ることにより、顧客である買主が当該不動
産等の支配を獲得した時点で収益計上を行
っています。

　②水道光熱費収入
　　水道光熱費収入については、不動産等の

賃貸借契約及び付随する合意内容に基づ
き、顧客である賃借人に対する電気、水道
等の供給に応じて収益計上を行っていま
す。水道光熱費収入のうち、本投資法人が
代理人に該当すると判断したものについて
は、他の当事者が供給する電気、ガス等の
料金として収受する額から当該他の当事者
に支払う額を控除した純額を収益として認
識しています。

(2) 固定資産税等の処理方法
　保有する不動産又は不動産を信託財産とす
る信託受益権に係る固定資産税、都市計画税
及び償却資産税等については、賦課決定され
た税額のうち当該計算期間に対応する額を賃
貸事業費用として費用処理する方法を採用し
ています。
　なお、不動産又は不動産を信託財産とする
信託受益権の取得に伴い、本投資法人が負担
した初年度の固定資産税等相当額について
は、費用に計上せず、当該不動産等の取得原
価に算入しています。当期において、不動産
等の取得原価に算入した固定資産税等相当額
はありません。

４. その他計算書類作
成のための基本と
なる重要な事項

不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、当該勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記しています。

①信託現金及び信託預金
②信託建物、信託構築物、信託機械及び

装置、信託工具、器具及び備品、信託
土地、信託建設仮勘定

③信託預り敷金及び保証金

不動産等を信託財産とする信託受益権に関す
る会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする信託受
益権については、信託財産内の全ての資産及
び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収
益及び費用勘定について、貸借対照表及び損
益計算書の該当勘定科目に計上しています。
　なお、当該勘定科目に計上した信託財産の
うち重要性がある下記の科目については、貸
借対照表において区分掲記しています。

①信託現金及び信託預金
②信託建物、信託構築物、信託機械及び

装置、信託工具、器具及び備品、信託
土地、信託建設仮勘定

③信託預り敷金及び保証金

Ⅴ. 注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
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投資主資本等変動計算書

前期（ご参考）（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）

投資主資本

純資産
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
（純額）

剰余金
投資主資本
合計

当期未処分利益
又は

当期未処理損失
（△）

剰余金
合計

当期首残高 49,442,685 △7,136 49,435,549 1,391,567 1,391,567 50,827,117 50,827,117

当期変動額
　剰余金
　の配当 △1,391,487 △1,391,487 △1,391,487 △1,391,487
　当期
　純利益 1,475,197 1,475,197 1,475,197 1,475,197
当期変動額
合計 － － － 83,709 83,709 83,709 83,709

当期末残高 ※１  49,442,685 △7,136 49,435,549 1,475,277 1,475,277 50,910,827 50,910,827

当期（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）

投資主資本

純資産
合計出資総額 出資総額

控除額
出資総額
（純額）

剰余金
投資主資本
合計

当期未処分利益
又は

当期未処理損失
（△）

剰余金
合計

当期首残高 49,442,685 △7,136 49,435,549 1,475,277 1,475,277 50,910,827 50,910,827

当期変動額
　剰余金
　の配当 △1,475,098 △1,475,098 △1,475,098 △1,475,098
　当期
　純利益 1,076,626 1,076,626 1,076,626 1,076,626
当期変動額
合計 － － － △398,472 △398,472 △398,472 △398,472

当期末残高 ※１  49,442,685 △7,136 49,435,549 1,076,805 1,076,805 50,512,354 50,512,354

Ⅳ. 投資主資本等変動計算書

（単位：千円）

（単位：千円）
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注記表

前期（ご参考）
2022年８月31日

当期
2023年２月28日

繰延税金資産
未払事業税損金不算入額 15
繰延税金資産合計 15

繰延税金資産の純額 15

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

　

繰延税金資産
未払事業税損金不算入額 12
繰延税金資産合計 12

繰延税金資産の純額 12

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

　

法定実効税率 31.46
（調整）
支払分配金の損金算入額 △31.44
その他 0.04
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.06

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳

（単位：％）

　

法定実効税率 31.46
（調整）
支払分配金の損金算入額 △31.44
その他 0.06
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.08

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重
要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要
な項目別の内訳

（単位：％）

　

（税効果会計に関する注記）

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
前期（ご参考）（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）
　該当事項はありません。
当期（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）
　該当事項はありません。
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注記表

前期（ご参考）
2022年８月31日

当期
2023年２月28日

※１. 投資信託及び投資法人に関す
る法律第67条第４項に定める
最低純資産額

50,000千円
※１. 投資信託及び投資法人に関す

る法律第67条第４項に定める
最低純資産額

50,000千円

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入

賃料収入 2,381,126
共益費収入 135,432

賃貸事業収入合計 2,516,558
その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 121,659
駐車場収入 33,939
解約違約金 346,974
その他賃貸収入 8,919

その他賃貸事業収入合計 511,493
不動産賃貸事業収益合計 3,028,051

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用

外注委託費 202,506
水道光熱費 184,674
公租公課 303,718
支払地代 1,818
修繕費 55,230
損害保険料 5,749
信託報酬 3,787
減価償却費 309,823
その他賃貸事業費用 9,616

賃貸事業費用合計 1,076,927
不動産賃貸事業費用合計 1,076,927

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 1,951,124

※１. 不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　

A. 不動産賃貸事業収益
賃貸事業収入

賃料収入 2,323,174
共益費収入 129,138

賃貸事業収入合計 2,452,313
その他賃貸事業収入

水道光熱費収入 130,668
駐車場収入 34,048
解約違約金 10,466
原状回復工事収入 254,855
その他賃貸収入 9,596

その他賃貸事業収入合計 439,634
不動産賃貸事業収益合計 2,891,948

B. 不動産賃貸事業費用
賃貸事業費用

外注委託費 231,216
水道光熱費 214,149
公租公課 300,889
支払地代 1,818
修繕費 271,417
損害保険料 5,603
信託報酬 3,752
減価償却費 296,093
その他賃貸事業費用 14,014

賃貸事業費用合計 1,338,956
不動産賃貸事業費用合計 1,338,956

C. 不動産賃貸事業損益（A－B） 1,552,992

※１. 不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 467,099口

※１. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

　

発行可能投資口総口数 10,000,000口
発行済投資口の総口数 467,099口

※１. 発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数

　

（貸借対照表に関する注記）

（損益計算書に関する注記）

（投資主資本等変動計算書に関する注記）
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注記表

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) １年内返済予定の長期借入金 9,600,000 9,600,915 915

(2) 長期借入金 40,600,000 40,112,914 △487,085

負債計 50,200,000 49,713,829 △486,170

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

１年内返済予定の長期借入金 9,600,000 － － － － －

長期借入金 － 7,600,000 11,000,000 10,500,000 5,900,000 5,600,000

合　計 9,600,000 7,600,000 11,000,000 10,500,000 5,900,000 5,600,000

当期（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため、金融機関からの借入れ、投
資法人債の発行又は新投資口の発行等により、バランスのとれた資金調達を行います。
　金融機関からの借入れ及び投資法人債の発行に際しては、資金調達の機動性と財務の安定性のバランス、並びに取得す
る不動産の特性等に配慮した資金調達を行います。具体的には調達方法、長期借入比率、固定金利比率、返済期限の分
散、担保提供の要否等を検討します。借入れを実施する場合、借入先は金融商品取引法に規定する適格機関投資家（但
し、租税特別措置法第67条の15に規定する機関投資家に限ります。）に限るものとします。
　新投資口の発行は、運用資産の規模の成長と収益性の向上を目的として、LTV、既存投資主の権利の希薄化及びそれに
伴う投資口の取引価格の低下等を勘案し、金融環境を踏まえたうえで実施を決定します。
　本投資法人に係る負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的としてデリバティブ取引を行
うことがあります。なお、当期においてデリバティブ取引は行っていません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主に資産の取得資金、債務の返済資金の調達を目的とします。借入金は、弁済期日の到来時に借換えを行う
ことができないリスク、並びに支払金利の上昇リスク等に晒されますが、調達先の分散及び返済期日の分散を図るととも
に、投資口の発行等バランスのとれた資金調達を検討することにより、リスクの低減を図ります。加えて、金利の動向を
注視し、LTVの適切なコントロールにより、金利上昇が本投資法人の運営に与えるリスクを管理します。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等を用いた場合、当該価額が
異なる場合もあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2023年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、「現金及び預
金」、「信託現金及び信託預金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省
略しています。また、「預り敷金及び保証金」並びに「信託預り敷金及び保証金」については、重要性が乏しいため、記載を
省略しています。

（単位：千円）

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1)１年内返済予定の長期借入金、(2) 長期借入金
長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっ
ています。但し、固定金利による長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しています。

（注２）借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）
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注記表

貸借対照表計上額 時価 差額

(1) １年内返済予定の長期借入金 9,600,000 9,601,711 1,711

(2) 長期借入金 40,600,000 40,274,136 △325,863

負債計 50,200,000 49,875,848 △324,151

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 ５年超

１年内返済予定の長期借入金 9,600,000 － － － － －

長期借入金 － 9,200,000 9,100,000 10,500,000 6,200,000 5,600,000

合　計 9,600,000 9,200,000 9,100,000 10,500,000 6,200,000 5,600,000

（金融商品に関する注記）
前期（ご参考）（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）
1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針
　本投資法人は、運用資産の着実な成長並びに効率的な運用及び運用の安定性に資するため、金融機関からの借入れ、投
資法人債の発行又は新投資口の発行等により、バランスのとれた資金調達を行います。
　金融機関からの借入れ及び投資法人債の発行に際しては、資金調達の機動性と財務の安定性のバランス、並びに取得す
る不動産の特性等に配慮した資金調達を行います。具体的には調達方法、長期借入比率、固定金利比率、返済期限の分
散、担保提供の要否等を検討します。借入れを実施する場合、借入先は金融商品取引法に規定する適格機関投資家（但
し、租税特別措置法第67条の15に規定する機関投資家に限ります。）に限るものとします。
　新投資口の発行は、運用資産の規模の成長と収益性の向上を目的として、LTV、既存投資主の権利の希薄化及びそれに
伴う投資口の取引価格の低下等を勘案し、金融環境を踏まえたうえで実施を決定します。
　本投資法人に係る負債から生じる金利変動リスクその他のリスクをヘッジすることを目的としてデリバティブ取引を行
うことがあります。なお、当期においてデリバティブ取引は行っていません。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金は、主に資産の取得資金、債務の返済資金の調達を目的とします。借入金は、弁済期日の到来時に借換えを行う
ことができないリスク、並びに支払金利の上昇リスク等に晒されますが、調達先の分散及び返済期日の分散を図るととも
に、投資口の発行等バランスのとれた資金調達を検討することにより、リスクの低減を図ります。加えて、金利の動向を
注視し、LTVの適切なコントロールにより、金利上昇が本投資法人の運営に与えるリスクを管理します。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等を用いた場合、当該価額が
異なる場合もあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
　2022年８月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、「現金及び預
金」、「信託現金及び信託預金」は現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、注記を省
略しています。また、「預り敷金及び保証金」並びに「信託預り敷金及び保証金」については、重要性が乏しいため、記載を
省略しています。

（単位：千円）

（注１）金融商品の時価の算定方法

(1)１年内返済予定の長期借入金、(2) 長期借入金
長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価額と近似していると考えられることから、当該帳簿価額によっ
ています。但し、固定金利による長期借入金の時価については、その将来キャッシュ・フローを返済期日までの期間及び信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しています。

（注２）借入金の決算日後の返済予定額
（単位：千円）
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注記表

属性 会社等の
名称又は氏名

事業の内容
又は職業

投資口数
の所有

（被所有）
割合（％）

取引の内容
取引金額
（千円）

(注１)(注２)
科目

期末残高
（千円）

(注１)(注２)

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社サンケイビル 不動産業 （被所有）
3.74

不動産管理
業務費の支払 21,333 営業未払金 6,276

不動産の賃貸 3,002 営業未収入金 586
賃貸料の預り 51,373 預り金 －

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社サンケイビル
マネジメント

不動産
管理業 －

不動産管理
業務費の支払 11,753 営業未払金 1,998
建物設備管理
業務費の支払 127,763 営業未払金 24,202

修繕費の支払 267,176 営業未払金 3,699
資産運用

会社の利害
関係人等

株式会社グランビスタ
ホテル＆リゾート 観光業 － 不動産の賃貸 325,755 前受金 58,636

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社フジ・メディア・
ホールディングス

情報・
通信業 － 借地料の支払 683 営業未払金 113

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社産業経済新聞社 情報・
通信業 － 借地料の支払 1,135 営業未払金 189

資産保管
会社 三井住友信託銀行株式会社

銀行業
及び

信託業
－

資金の借入 550,000
１年内返済予定
の長期借入金 908,000

長期借入金 3,592,000
利息の支払 9,889 未払費用 4,630

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

１口当たり純資産額 108,993円
１口当たり当期純利益 3,158円

１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数によ
る加重平均投資口数（467,099口）で除することによ
り算定しています。また、潜在投資口調整後１口当たり
当期純利益については、潜在投資口がないため記載して
いません。

１口当たり純資産額 108,140円
１口当たり当期純利益 2,304円

１口当たり当期純利益は、当期純利益を期間の日数によ
る加重平均投資口数（467,099口）で除することによ
り算定しています。また、潜在投資口調整後１口当たり
当期純利益については、潜在投資口がないため記載して
いません。

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

当期純利益 (千円) 1,475,197
普通投資主に帰属しない金額 (千円) －
普通投資口に係る当期純利益 (千円) 1,475,197
期中平均投資口数 (口) 467,099　

当期純利益 (千円) 1,076,626
普通投資主に帰属しない金額 (千円) －
普通投資口に係る当期純利益 (千円) 1,076,626
期中平均投資口数 (口) 467,099　

当期（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）

（注１）開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。
（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税額は含まれていませんが、期末残高には含まれています。なお、千円未満を切り捨てて表示しています。
（注３）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。

（１口当たり情報に関する注記）

（注）１口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。
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注記表

貸借対照表計上額 当期末時価
（注３）当期首残高 当期増減額 当期末残高

97,570,230 △226,804 97,343,425 104,937,000

貸借対照表計上額 当期末時価
（注３）当期首残高 当期増減額 当期末残高

97,343,425 △83,590 97,259,835 104,232,000

属性 会社等の
名称又は氏名

事業の内容
又は職業

投資口数
の所有

（被所有）
割合（％）

取引の内容
取引金額
（千円）
(注１)(注２)

科目
期末残高
（千円）
(注１)(注２)

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社サンケイビル 不動産業 （被所有）
3.74

不動産管理
業務費の支払 19,218 営業未払金 3,563

不動産の賃貸 2,948 営業未収入金 540
賃貸料の預り 48,586 預り金 5,360

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社サンケイビル
マネジメント

不動産
管理業 －

不動産管理
業務費の支払 12,438 営業未払金 2,135
建物設備管理
業務費の支払 125,235 営業未払金 22,910

修繕費の支払 49,749 営業未払金 23,098
資産運用

会社の利害
関係人等

株式会社グランビスタ
ホテル＆リゾート 観光業 － 不動産の賃貸 325,755 前受金 58,636

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社フジ・メディア・
ホールディングス

情報・
通信業 － 借地料の支払 683 営業未払金 113

資産運用
会社の利害
関係人等

株式会社産業経済新聞社 情報・
通信業 － 借地料の支払 1,135 営業未払金 189

資産保管
会社 三井住友信託銀行株式会社

銀行業
及び

信託業
－

資金の借入 542,000
１年内返済予定
の長期借入金 908,000

長期借入金 3,592,000
利息の支払 8,541 未払費用 4,071

（賃貸等不動産に関する注記）
前期（ご参考）（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）
　本投資法人では、賃貸収益を得ることを目的として、オフィスビル等を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計
上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当期増減額のうち、主な増加額は資本的支出（83,067千円）等によるものであり、主な減少額は減価償却費（309,823千円）によるものです。
（注３）当期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

なお、賃貸等不動産に関する損益については、「損益計算書に関する注記」に記載しています。

当期（自　2022年９月１日　至　2023年２月28日）
　本投資法人では、賃貸収益を得ることを目的として、オフィスビル等を所有しています。これら賃貸等不動産の貸借対照表計
上額、期中増減額及び時価は、以下のとおりです。

（単位：千円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額です。
（注２）当期増減額のうち、主な増加額は資本的支出（212,502千円）等によるものであり、主な減少額は減価償却費（296,093千円）によるものです。
（注３）当期末時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。

なお、賃貸等不動産に関する損益については、「損益計算書に関する注記」に記載しています。

（関連当事者との取引に関する注記）
前期（ご参考）（自　2022年３月１日　至　2022年８月31日）

（注１）開示対象となる関連当事者との取引のうち、重要な取引を含む関連当事者との取引を開示しています。
（注２）上記金額のうち、取引金額には消費税額は含まれていませんが、期末残高には含まれています。なお、千円未満を切り捨てて表示しています。
（注３）取引条件については、市場の実勢に基づいて決定しています。
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金銭の分配に係る計算書

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

Ⅰ. 当期未処分利益 1,475,277,574円 1,076,805,124円

Ⅱ. 分配金の額 1,475,098,642円 1,076,663,195円

(投資口１口当たり分配金の額) （3,158円） （2,305円）

Ⅲ. 次期繰越利益 178,932円 141,929円

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第36条第１項に定
める金銭の分配の方針に従い、分配金
の額は利益の金額を限度とし、租税特
別措置法第67条の15に規定されてい
る本投資法人の配当可能利益の額の
100分の90に相当する金額を超えるも
のとしています。かかる方針により、
当期未処分利益を超えない額で発行済
投資口の総口数467,099口の整数倍の
最大値となる1,475,098,642円を利
益分配金として分配することとしまし
た。
　なお、本投資法人の規約第36条第２
項に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。

　本投資法人の規約第36条第１項に定
める金銭の分配の方針に従い、分配金
の額は利益の金額を限度とし、租税特
別措置法第67条の15に規定されてい
る本投資法人の配当可能利益の額の
100分の90に相当する金額を超えるも
のとしています。かかる方針により、
当期未処分利益を超えない額で発行済
投資口の総口数467,099口の整数倍の
最大値となる1,076,663,195円を利益
分配金として分配することとしまし
た。
　なお、本投資法人の規約第36条第２
項に定める利益を超えた金銭の分配は
行いません。

Ⅵ. 金銭の分配に係る計算書
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注記表

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

該当事項はありません。 該当事項はありません。

前期（ご参考）
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

顧客との契約から
生じる収益（注）

外部顧客へ
の売上高

不動産等の売却 － －
水道光熱費収入 121,659 121,659
その他 － 2,906,392
合計 121,659 3,028,051

当期

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 26,182
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 30,002
契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） －

契約負債（期末残高） －

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円）

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対
象となる賃貸借事業収入等及び日本公認会計士協会会計制
度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した不動産の流
動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象と
なる不動産等の譲渡は収益認識会計基準の適用外となるた
め、上記金額には含めていません。なお、主な顧客との契
約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入
です。

2．顧客との契約から生ずる収益を理解するための基礎と
なる情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとお
りです。

3．当該営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解
するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　

顧客との契約から
生じる収益（注）

外部顧客へ
の売上高

不動産等の売却 － －
水道光熱費収入 130,668 130,668
その他 － 2,761,279
合計 130,668 2,891,948

当期

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 30,002
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 25,127
契約資産（期首残高） －

契約資産（期末残高） －

契約負債（期首残高） －

契約負債（期末残高） －

1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
（単位：千円）

（注）企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の対
象となる賃貸借事業収入等及び日本公認会計士協会会計制
度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した不動産の流
動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」の対象と
なる不動産等の譲渡は収益認識会計基準の適用外となるた
め、上記金額には含めていません。なお、主な顧客との契
約から生じる収益は不動産等売却収入及び水道光熱費収入
です。

2．顧客との契約から生ずる収益を理解するための基礎と
なる情報

　重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載のとお
りです。

3．当該営業期間及び翌営業期間以降の収益の金額を理解
するための情報
(1) 契約資産及び契約負債の残高等

（単位：千円）

　

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　水道光熱費収入については、期末までに履行が完
了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての
価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権
利を有していることから、収益認識に関する会計基
準の適用指針第19項に従って、請求する権利を有し
ている金額で収益を認識しています。従って、収益
認識会計基準第80－22項(2)の定めを適用し、残存
履行義務に配分した取引価格の注記には含めていま
せん。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格
　水道光熱費収入については、期末までに履行が完
了した部分に対する、顧客である賃借人にとっての
価値に直接対応する対価の額を顧客から受け取る権
利を有していることから、収益認識に関する会計基
準の適用指針第19項に従って、請求する権利を有し
ている金額で収益を認識しています。従って、収益
認識会計基準第80－22項(2)の定めを適用し、残存
履行義務に配分した取引価格の注記には含めていま
せん。

（重要な後発事象に関する注記）

（収益認識に関する注記）
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独立監査人の監査報告書

（注）上記の監査報告書の原本は本投資法人が別途保管しています。

計算書類等に対する経営者及び監督役員の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成すること
が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監督役員の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行役員の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、投資法人は継続企業として存続できなくなる可能性
がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、執行役員に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した
内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、執行役員に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　　上
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 江 下 　 聖

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 石 　 晃 一 郎

Ⅶ. 独立監査人の監査報告書
独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2 0 2 3 年 ４ 月 1 4 日
サンケイリアルエステート投資法人

役　　員　　会　　御　中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

監査意見
　当監査法人は、投資信託及び投資法人に関する法律第１３０条の規定に基づき、サンケイリアル
エステート投資法人の２０２２年９月１日から２０２３年２月２８日までの第８期営業期間の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、投資主資本等変動計算書及び注記表、資産運用報告及
び金銭の分配に係る計算書並びにその附属明細書（資産運用報告及びその附属明細書については、
会計に関する部分に限る。以下同じ。）（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
なお、資産運用報告及びその附属明細書について監査意見の対象とした会計に関する部分は、資産
運用報告及びその附属明細書に記載されている事項のうち会計帳簿の記録に基づく記載部分であ
る。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載
されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、投資法人から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、資産運用報告及びその附属明細書に含まれる情報のうち、監査意見の対象
とした会計に関する部分以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監督役員の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における
執行役員の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの
兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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キャッシュ･フロー計算書（参考情報）

前期
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及
び信託現金、随時引き出し可能な預金及
び信託預金並びに容易に換金が可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少のリ
スクしか負わない取得日から３か月以内
に償還期限の到来する短期投資からなっ
ています。

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）は、手許現金及
び信託現金、随時引き出し可能な預金及
び信託預金並びに容易に換金が可能であ
り、かつ、価値の変動について僅少のリ
スクしか負わない取得日から３か月以内
に償還期限の到来する短期投資からなっ
ています。

前期
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

現金及び預金 5,575,535
信託現金及び信託預金 3,303,184
現金及び現金同等物 8,878,719

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

（単位：千円）

　

現金及び預金 5,208,842
信託現金及び信託預金 3,097,656
現金及び現金同等物 8,306,499

※1. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

（単位：千円）

　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）（参考情報）

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）（参考情報）
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キャッシュ･フロー計算書（参考情報）

前期
自　2022年 3 月 1 日
至　2022年 8 月31日

当期
自　2022年 9 月 1 日
至　2023年 2 月28日

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益 1,476,124 1,077,491
減価償却費 310,763 297,033
投資口交付費償却 6,024 6,024
受取利息 △41 △41
支払利息 100,931 114,796
営業未収入金の増減額（△は増加） 27,164 △1,775
未収消費税等の増減額（△は増加） 389,377 －
前払費用の増減額（△は増加） △10,343 9,006
営業未払金の増減額（△は減少） 116,727 77,214
未払金の増減額（△は減少） 64,742 △22,151
未払消費税等の増減額（△は減少） 171,838 △133,178
前受金の増減額（△は減少） △37,563 1,936
預り金の増減額（△は減少） △5,319 △5,360
長期前払費用の増減額（△は増加） △9,818 △399
その他の資産の増減額（△は増加） △78 78
小計 2,600,531 1,420,674
利息の受取額 41 41
利息の支払額 △94,905 △108,884
法人税等の支払額 △821 △932
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,504,846 1,310,899

投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出 △2,708 △542
信託有形固定資産の取得による支出 △102,914 △130,867
預り敷金及び保証金の受入による収入 595 632
預り敷金及び保証金の返還による支出 △331 △703
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 110,219 74,547
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △83,190 △351,923
投資活動によるキャッシュ・フロー △78,330 △408,856

財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の返済による支出 △400,000 －

長期借入れによる収入 5,600,000 5,900,000
長期借入金の返済による支出 △5,600,000 △5,900,000
分配金の支払額 △1,390,093 △1,474,263
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,790,093 △1,474,263

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 636,421 △572,220
現金及び現金同等物の期首残高 8,242,298 8,878,719
現金及び現金同等物の期末残高 ※1 8,878,719 8,306,499

Ⅷ. キャッシュ･フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）
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https://www.s-reit.co.jp/
サンケイリアルエステート投資法人では、ホームページを
通じて、最新情報、決算情報や予想分配金の情報など様々な
情報を公開しています。また、スマートフォンからもご覧い
ただけます。
2023年6月にホームページをリニューアルする予定です。

2月期決算期日 2月期決算発表

2月期分配金支払開始
2月期資産運用報告発送

8月期分配金支払開始
8月期資産運用報告発送

8月期決算期日 8月期決算発表

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

決 算 期 日 毎年2月末日、8月末日
分 配 金 支 払 確 定 基 準日 毎年2月末日、8月末日（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払いします。）
上 場 金 融 商 品 取 引 所 東京証券取引所（銘柄コード：2972）
投 資 主 総 会 原則として、2年に1回以上開催
公 告 掲 載 新 聞 日本経済新聞
投 資 主 名 簿 等 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号　みずほ信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所

東京都千代田区丸の内一丁目3番3号　みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
■郵便物送付先
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号　みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
■電話お問い合わせ先
�0120-288-324（平日9：00～17：00）

投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

ホームページのご案内

IRカレンダー

投資主メモ

➡口座を開設されている証券会社へご連絡ください。
➡証券会社に口座を開設されていない場合やその他お問い合わせは、
　みずほ信託銀行株式会社�証券代行部（0120-288-324）までご連絡ください。

住所、氏名、分配金のお受取方法等の変更手続きについて

分配金は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行又は郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただくことでお受取りい
ただけます。

受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し、みずほ信託銀行株式会社�証券代行部へご
郵送いただくか、同行の本支店窓口にてお受取りください（ご郵送先等については、次ページの「投資主メモ」
をご参照ください。）。
分配金は本投資法人の規約により、分配金支払い開始の日から満3年を経過しますとお支払いできなくなります
ので、お早めにお受取りください。

分配金のお受取りについて

➡みずほ信託銀行株式会社�証券代行部（0120-288-324）までご連絡ください。

特別口座で管理されている投資口に関する各種お手続きについて

➡お取引の証券会社までお問い合わせください。

➡下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
　みずほ信託銀行株式会社�証券代行部
　 �0120-288-324

法令に定められたとおり、支払調書には投資主様の
マイナンバーを記載し、税務署へ提出いたします。

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
このため、投資主様から、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届けいただく必要がございます。

投資口関係業務におけるマイナンバーの利用 ■マイナンバーのお届けに関する問い合わせ先
証券口座にて投資口を管理されている投資主様

証券会社とのお取引がない投資主様

支払調書 ＊分配金に関する支払調書

投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内

投資口価格の推移

※�「東証REIT指数」は、2019年3月12日の東証REIT指数の終値を同日の本投資法人の投資口価格の終値100,700円と同数値と仮定して、同日以降の推移を記載し�
ています。

投資主の構成
所有者別
投資主数の割合

所有者別
投資口数の割合

（2023年2月末日時点）

個人・その他
13,981名

（96.6%）

外国法人等
171名

（1.1%）

金融機関
47名

（0.3%）

証券会社
25,185口

（5.3%）

金融機関
239,168口

（51.2%）

個人・その他
119,726口

（25.6%）

その他国内法人
33,272口

（7.1%）

外国法人等
49,748口
（10.6%）

証券会社
22名

（0.1%）

その他国内法人
248名

（1.7%）

総投資口数
467,099口

総投資主数
14,469名

※各円グラフにおいて、記載未満の数値については切り捨てにより表記しています。

（円） （口）

出来高（右軸）

投資口価格（左軸）
東証REIT指数（左軸）

2019年 2020年 2021年 2022年
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